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監査ガイドライン（簡易版） 
～監査ガイドラインを活用したチェックポイント～ 

 
 
はじめに 
 
「監査ガイドライン」は、本協会が自主規制機能の一つとして実施している監査の具体的

内容を取りまとめたものです。監査の基本事項や実施手続き、手法等を協会員や資金需要者
の皆さまに知っていただくことは、本協会の監査の透明性を高めるとともに貸金業界の信
頼性向上に資するものと考え、公表しています。 

 
改正貸金業法施行後これまで、業界の自助努力や監督当局及び本協会の取組み等により、

行政処分件数、苦情・相談件数はそれぞれ大幅に減少・改善してきており、監査結果の状況
からみても、協会員の遵法態勢は格段に良化しています。 

 
今後も貸金業界のさらなる信頼性向上のため、協会員の皆さまが内部管理態勢の整備・充

実に努めていただくことが重要です。 
 
監査ガイドラインは、「Ⅰ.監査の基本事項」「Ⅱ.監査の実施手続き」「Ⅲ.書類監査報告書

等」「Ⅳ.実地監査マニュアル（別冊チェックリストを含む）」の 4 部構成となっております
が、監査における着眼点について、関係法令等も併せて網羅的に掲載していることから、ボ
リュームのある内容となっております。 

 
そこで、日ごろの内部管理態勢のチェックとして活用しやすいよう、実地監査での検証に

おける着眼点を中心に再構成した「監査ガイドライン（簡易版）」を作成いたしました。 
 
協会員の皆さまにおかれましては、本書のチェック項目を参考にして、自らが行う業務検

証や内部監査の精度向上にご活用いただければ幸いです。 
 

日本貸金業協会 



■ 本書の活用方法（例）について 

 
 

 
 営業店・内部管理部門において、年に一回等、定期的

に、本書の「検証リスト（主な着眼点）」を参考に、貸
付業務や態勢整備のチェックを行います。 

 
 

 

 
 

 上記①での結果について、貸金業務取扱主任者や内部
管理部門が中心となって、問題点等を洗い出し、評価
します。 

 重大な問題等を確認した場合は、経営陣に適切に報告
します。 

  
 
 

 上記②を踏まえ、チェックリストのポイントを参考
に、経営陣と共に、必要な改善策を策定します。 

 
 

 

 
 

 
 改善策を業務に反映し、見直しを行います。 
 改善策を、従業者に周知・徹底します。 
 ①から④を繰り返します。 

 

① 現状の把握 

② 問題点の整理 

③ 改善策の策定 

④ 改善策に基づく業
務の見直しと従業
者への周知 
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※ 本書（簡易版）では、「監査ガイドライン」（全体版）のうち、「Ⅰ.監査の基本事項」、「Ⅱ.監査の実施

手続き」、「Ⅳ.実地監査マニュアル（実地監査の手引書）」から、実地監査での検証における着眼点を

中心に抜粋し、再構成しています。
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１．監査の基本事項  

 

（１）本協会の監査の使命及び目的 

本協会は、貸金業法に基づき自主規制機関として認可された法人である。 
 

貸金業界は、法改正前において一部の業者とはいえ過剰融資や過当な取立てなど不適切な行為が

行われたことから世間の厳しい批判を受け、その結果として極めて厳格な規制を内容とする改正貸

金業法が施行され現在に至っている。 
 

法改正後これまで、業界の自助努力や監督当局及び本協会の取組み等により、多重債務者の状況、

行政処分件数、苦情・相談件数はそれぞれ大幅に減少・改善してきており、また、監査結果の状況

からみても業界の経営姿勢は格段に良化してきている。 
 

今後も、貸金業界のさらなる信頼性向上のため、協会員が内部管理態勢の整備・充実に努めると

ともに、本協会が自主規制機能を発揮していくことが重要である。 
 

このような認識のもと、本協会の監査は、貸金業務の適正な運営と資金需要者の信頼を確保する

こと等を使命及び目的として実施する。 

 

 

（参 考）監査の権限 

本協会は、定款第１４条を根拠として、協会員に対する監査を実施している。 

○ 定款第１４条 (監 査）  

本協会は、｢監査に関する業務規程｣で定めるところにより、協会員の法令、法令に基づく行

政官庁の処分若しくは定款、業務規程その他の規則の遵守の状況並びに協会員の営業及び財産

の状況又はその帳簿書類その他の物件を監査することができる。 

２ 協会員は、前項の規定により本協会が行う監査に応じなければならない。 

   

○ 監査に関する業務規則 第５条(監査員の権限) 

監査員は、協会員に対し、監査事項に関係のある帳簿、書類及び担保物等の提示、閲覧若し

くは資料の提出又は事実の説明を要求することができる。 

 

 

 

（２）監査の種類 

本協会の監査には、「一般監査」と「特別監査」がある。 
 

「一般監査」には、協会員に提出を求めた報告書等に基づいて行う「書類監査」と、協会員の 

営業所等に訪問して行う「実地監査」がある。 
 

「特別監査」には、書類監査等における指摘事項の改善状況を検証するために行う「フォロー 

アップ監査」と、監督当局等からの要請に基づき実施する「機動的監査」がある。 
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（３）監査に当たっての基本原則 

本協会の監査は、次の基本原則に則して実施する。 

① 協会員の自主性尊重の原則 

本協会の監査は、協会員との双方向の対話を通じ、問題点等の共有に努め、速やかな改善を

求める指導的な監査を基本とし、協会員の自主的・自己責任原則による改善努力を尊重する。 

なお、監査の結果、重大な法令等違反が認められた場合は厳正に対処する。 
 

② 補強性の原則 

本協会の監査は、自己責任原則に基づく協会員自身の内部管理態勢の整備・充実を前提とし

て、これを補強するものである。監査においては、個別事案の適切性だけでなく、いかに法令等

違反が起きないような内部管理態勢となっているかの検証に重点を置く。 
 

③ 効率的・効果的な監査の実施 

本協会の限られた資源を有効に活用する観点から、監査は効率的・効果的に行う必要がある。

特に、実地監査については、書類監査の結果等を踏まえつつ、協会員の規模及び業務内容等に

応じた監査範囲や深度にするなど効率的に実施する。 

また、監査手法についてもＩＴの活用を図るなど効率性の向上に努めるものとする。 

 

 

（４）監査員の心得 

① 目的の認識 

監査員は、貸金業務の適正な運営と資金需要者等の信頼を確保することが監査の目的である 

ことを念頭に、常に問題意識を持って監査を実施するように努めること。 
 

② 信用・品位の保持と守秘義務の遵守 

監査員は、 監査に当たって、常に穏健、冷静な態度を維持し、信用と品位の保持に努め、 

また、監査において知り得た情報については守秘義務を遵守すること。 
 

③ 公正な判断 

監査員が事実の認定、処理の判断を行うにあたっては、監査先の説明や意見を十分聴取し、

常に公正であるよう努めること。 
 

④ 現物監査における留意事項 

担保物その他重要物件の現物監査に当たっては、保管責任者の立ち会いの下、的確かつ迅速

に行うとともに紛失等の事故がないよう留意すること。 
 

⑤ 自己研鑽 

監査員は、関連法令等を正しく理解すべく内外の研修を受講するなど、常に監査技量の向上

に努めるほか、広く社会･経済を見る目を養うこと。 
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（５）監査関連情報の管理 

監査員は、監査関連情報を本協会の「情報取扱規程」及び「個人情報取扱規程」等に基づき、

以下の点に配慮しつつ適切かつ厳格に管理する。また、情報管理責任者は、監査関連情報が適切

に管理されているかを検証し、必要に応じ適切な措置を講ずる。 
 

① 職務上知り得た事項を、正当な事由なく他に漏らさないこと。 
 

② 監査関連情報を監査、改善指導及び規律審査による措置の目的以外には使用してはならない 

（ただし法令上の正当行為に該当する際の使用は除く。）。 
 

③ 協会員の秘密事項及び顧客のプライバシー等に係る情報の取扱いについては、細心の注意を

払う。 

 

 

（６）監督当局等との連携 

① 監督当局との連携 

本協会は、適切かつ効率的な監査を行う観点から、監督当局と監査計画や監査結果などにつ

いて情報交換を行うとともに、定期的に意見交換を実施するなど密接な連携を図る。このこと

は、監督当局の検査・監督と自主規制機関の適切な指導を通じ貸金業界の信頼性の向上に寄与

するものであることから積極的に対応する。 
 

② その他の機関との連携 

監査の実施に際しては、必要に応じて、監査対象協会員の所在地を管轄する消費生活センター

や警察等を訪問し、本協会の自主規制活動の説明をするとともに、貸金業界に関する意見交換を

行う。 
 

③ 自主規制各部門との連携 

コンプライアンス態勢等が不十分な協会員に対しては、自主規制各部門と連携して指導強化を

図る。 
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２．監査の実施手続き 
 

（１）監査計画の策定等 

① 監査計画の策定及び協会員への通知 

本協会は、その年度の監査に関しあらかじめ監査計画を作成し、これを協会員に通知する。 

ただし、必要があると認めるときは、監査計画に定める事項以外の事項についても、随時 

これを行う。  
 
 

ⅰ） 監査の重点事項 

監査計画において、その年度の監査の重点事項を定める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ） 監査対象協会員等 

イ．書類監査（一般監査） 

・ 原則として３年に１回の頻度で実施する（対象協会員は、貸金業登録の満了日を基準に 

選定する）。 

・ 令和４年度書類監査の対象協会員は、翌年度（令和５年度）に貸金業者登録の満了日を迎

える協会員とし、令和４年度下期に行う。また、定期の書類監査のほか、新規加入協会員

及び特定の項目について実態把握や点検が必要な協会員については、個別の書類監査を

実施する。 
 

ロ．実地監査（一般監査） 

・ 監査の実施予定数は、監査計画において定める。 

・ 監査先の選定に当たっては、監督当局の検査と重複等がないように予め調整を行う。 

・ 監査の対象部署は、原則として協会員の主たる営業所とする。ただし、必要に応じて 

従たる営業所に対しても監査を行うことがある。 

・ 監査期間は、１協会員につき１営業日から２週間程度とする（協会員の規模及び業務内

容等を勘案して決定する）。 

・ 書類監査との相互補完の観点から、書類監査において内部管理態勢に問題が認められた

協会員は優先的に実施する。 

 

 

◎ 監査の重点事項（令和４年度） 

(1) 法令等遵守状況 

(2) 経営管理機能の発揮状況（第三者への業務委託にかかる業務運営上の措置を含む） 

(3) 成年年齢引き下げを踏まえた社内規則策定ガイドライン「過剰貸付けの防止」の遵守状況 

（4）システムリスク管理態勢の整備状況（情報セキュリティ管理態勢を含む） 

(5) 取引時確認等及び疑わしい取引の届出の実施状況 

(6) 法令等違反に係る再発防止策の実効性の検証 
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ハ．特別監査 

    以下の協会員を対象として、特別監査の実施を検討する。 

・ 本協会の書類監査等において指摘事項が多数認められ、改善報告等を求めた協会員。 

・ 法令・諸規則に抵触するおそれのある苦情等が寄せられた協会員。 

・ 監督当局から監査実施の要請があった協会員。 

・ 法令等違反の再発防止策の検証が必要とされる協会員。 

・ その他、機動的に実態把握を行う必要があると認められる協会員。 
 
 

ⅲ）監査項目 

イ．一般監査の監査項目は、協会員の貸金業務における法令及び本協会の定款その他諸規則

の遵守状況と、それらを遵守するための内部管理態勢の整備及び運用状況とする。 

ただし、監査対象協会員の規模及び業務内容等を考慮して適宜選択する。 
 

ロ．特別監査における項目は、特別監査に至った事由や、監査対象協会員の規模及び業務内

容等を考慮して適宜設定する。 

 

② 協会員に対する指摘事例等の周知徹底 

協会員における内部管理態勢の自主的な改善・強化に資するため、実地監査結果に係る具体

的な「指摘事例集」、実地監査において収集した協会員の「好事例集」を作成し、協会員に周知

する。 
 

ⅰ）「指摘事例集」の作成 

毎年度、実地監査における指摘事例を取りまとめる。 

掲載事例の網羅性に配慮しつつ、直近の法改正に関する事例等については、具体的な事象

や背景を記載し、協会員に関係法令の再確認や注意を促すものとする。 
 

ⅱ）「好事例集」の作成 

毎年度、実地監査において収集した協会員の好事例を取りまとめる。 

作成に際しては、同種･同規模の協会員の参考に資するよう配意する。 
 

 

③ 監査員の研修等 

関連法令等の正確な理解及び監査技量の向上を図るため、ＯＪＴの手法を含む監査員研修 

を計画的に実施する。 
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（２）実地監査の標準的実施手続き 

実地監査の標準的手法としては、概ね下記の手順で実施している。 

  なお、検証範囲や監査期間については、監査対象協会員の規模及び業務内容等を踏まえて定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

   

   

   

   

（注1）法令違反及び不備事項があった場合は確認書を作成し、事実関係の明確化を図る。 

また、監査終了に際して講評を実施し、把握した指摘事項等について法令等の根拠を 

含めて説明するとともに、監査対象協会員の見解を確認する。 

（注2）法令等違反の指摘があった場合には「法令等違反に係る届出書」の提出を求める。 

 

１．監査対象協会員の選定 

２．発令･監査チーム組成 

３．監 査 実 施 通 知 

４．事 前 調 査 等 

５ ． 実  地  監  査 

担当監査員は監査報告書を作成し、監査部門及び担当役員に対し 

監査結果を報告する。その後、審査担当課が監査報告書を審査する。 

なお、重大な指摘事項については関連部署と協議する。 
６．監査結果報告・審査等 

７．監査結果の通知 

書類監査結果や本協会に寄せられた苦情、当局検査や本協会の監査

の実施状況等の情報を総合的に勘案して選定し、管轄行政庁と調整

の上で決定する。 

会長が任命した職員が監査員となり、監査チームを組成する。 

一般監査は、原則として監査着手日の概ね１ヶ月程度前に監査期 

間や対象店舗等を通知する。特別監査は着手日までに通知する。 

監査に先立って、監査対象協会員に関する情報を広く収集・分析 

するとともに、効率的・効果的な監査を実施するため個別監査計画

を策定し、主要着眼事項等を定める。 

監査対象協会員の営業所等を訪問し、監査を実施する。（注１） 

監査に際しては「実地監査マニュアル」を使用する。 

手  順 内  容 
 

監査対象協会員の代表者に対し、原則として、監査結果を監査終了

後概ね2ヶ月程度で通知する。（注２） 
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３．実地監査マニュアル
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）　

（１）検証チェックリスト （主な着眼点）

・  「検証物件等」 欄記載の物件はあくまで例示であり、貸金業の規模や業務内容等に応じて適切な物件
　を検証すること。

・ 「検証に際しての主な着眼点」 欄における 「※」 は法令等の注釈を、 「注」 は監査上の注意点を、「◆」 は
　「（２）検証基準 《表》」を表している。

・ 本チェックリストは、監査ガイドライン（全体版）「Ⅳ 実地監査マニュアル」の「Ｂ.検証基準」から主な着眼点を
　抽出した監査ツールである。

【留意事項】
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）　

No. 監 査 項 目 検証項目数

検証項目数　内訳
着眼点数

※法　令 自主規制規則
 監督指針、
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

10

2 法令等遵守態勢 4 3 1 0 10

1 経営管理等 4 0 0 4

12

4 顧客等に関する情報管理態勢 9 7 0 2 19

3 反社会的勢力による被害の防止 5 0 0 5

5

6 取引時確認、疑わしい取引の届出 6 3 0 3 11

5 外部委託 3 3 0 0

11

8 貸金業務取扱主任者 3 2 0 1 4

7 相談、苦情及び紛争等の対応態勢 4 2 0 2

9

10 利息･保証料等に関する制限等 3 3 0 0 6

9 禁止行為 5 4 1 0

9

12 過剰貸付けの防止 17 13 3 1 30

11 契約に係る説明態勢 5 1 2 2

6

14 書面の交付義務 15 15 0 0 44

13 広告に関する規制 3 2 1 0

6

16 帳簿の備付け等 7 7 0 0 15

15 取立行為規制 3 2 0 1

19 過払金支払 1 0 0 1

5

18 営業店登録 2 0 2 0 3

17 債権譲渡等 5 2 0 3

※着眼点数・・・「検証に際しての主な着眼点」欄の着眼点の数を、監査項目ごとに合計したもの。

検証チェックリスト（主な着眼点）　検証項目数等

合　　　　計

4

117 71 12 34 258

21 非営利特例対象法人 4 2 2 0

1

20 システムリスク管理態勢 9 0 0 9 38
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

《使用上の注意》

《図表の見方》

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 経営陣は、業務推進や利益拡大といった業績面のみならず、法令等遵守や適
正な業務運営を確保するため、内部管理態勢の確立・整備に関する事項を経
営上の最重要課題の一つとして位置付け、その実践のための具体的な方針の
策定及び周知徹底について、誠実かつ率先して取組んでいるか

※ 上場会社である貸金業者については、例えば、顧客、取引先をはじめとする様々なス
テークホルダーとの適切な協働に努めているかといった観点にも併せて留意する（監督
指針Ⅱ－１）

a. 内部管理部門において、業務運営全般に関し、法令及び社内規則等に則った
適正な業務を遂行するための適切なモニタリング・検証が行われているか

※ 内部管理部門・・・法令及び社内規則等を遵守した業務運営を確保するための内部事
務管理部署、法務部署等をいう（監督指針Ⅱ－１（１）①(注)）

注) 業務検証が形骸化していないかにつき、実効性の観点から検証する

b. 重大な問題等を確認した場合、経営陣に対し適切に報告が行われているか

a. 内部監査部門は、被監査部門に対して十分な牽制機能が働くよう、被監査部
門から独立した実効性のある内部監査が実施できる態勢となっているか

※ 内部監査部門・・・営業部門から独立した検査部署、監査部署等をいい、内部管理の一
環として被監査部門等が実施する検査等を含まない（監督指針Ⅱ－１（１）①(注)）

b. 内部監査に代わる措置を利用する場合には、以下のような態勢を整備してい
るか

・ 外部監査を利用する場合・・・外部監査人に対して、監査目的を明確に指示し、監査結
果を業務改善に活用するための態勢を整備しているか

・ 協会が協会員に対して行う監査を利用する場合・・・監査結果を業務改善に活用するた
めの態勢を整備しているか

・ 自己検証を行う場合・・・自己検証を実施するために十分な時間を確保すること／自己
検証リスト（監督指針別添）に基づき自社の社内規則等を参考に自己検証項目を設定
すること／自己検証を実施する頻度が少なくとも月１回以上となっていること／実施した
自己検証を記録し、少なくとも３年間保存すること

c. 内部監査（又は内部監査に代わる措置）は適正に実施されているか

注) 内部監査が形骸化していないかにつき、実効性の観点から検証する

d. 経営陣は、内部監査（又は内部監査に代わる措置）の結果について、改善策を策
定・実施するなど適切な措置を講じているか

a. 不祥事件（役員又は使用人に貸金業の業務に関し法令に違反する行為又は貸金業の

業務の適正な運営に支障を来す行為。施行規則２６条の２５第１項４号）が発覚した場
合、速やかに、次の対応を行っているか

・ 社内規則等に則った内部管理部門への迅速な報告及び経営陣への報告

・ 刑罰法令に抵触しているおそれのある事実については、警察等関係機関等への通報

・ 独立した部署（内部監査部門等）での不祥事件の調査・解明の実施

b. 不祥事件の発覚後の対応は適切か

・ 不詳事件への経営陣の関与はないか組織的な関与はないか

・ 不詳事件の内容が資金需要者等に与える影響はどうか

・ 内部牽制機能が適切に発揮されているか

・ 再発防止のための改善策や自浄機能は十分か。

・ 関係者の責任の追及は明確におこなわれているか

c. 資金需要者等に対する説明や問い合わせへの対応等は適切か

　

4 □

内部監査部門に
よる監査
【監督指針Ⅱ－１
（１）③⑥】

監査計画書、監
査報告書、改善
報告書

3 □

不詳事件への対
応
【監督指針Ⅱ－２－
８（１）①②】

不祥事件届出書
（控）、社内調査
報告書

　

１．経営管理等

1 □ 経営陣の責務
【監督指針Ⅱ－１
（１）①】

コンプライアンス
マニュアル

　

 ・本チェックリストの各検証項目について、検証結果を記号式（○△×ー／）で記録すること。

 ・不備等の具体的内容、検証した物件の明細及びヒアリング結果等は、各監査項目の評価調書に記録すること。

区　分 　■＝法令、●＝自主規制規則（定款・自主規制基本規則・その他の規則）、□＝貸金業者向けの総合的な監督指針 等

検証結果

内部管理部門に
よるモニタリング・
検証
【監督指針Ⅱ－１
（１）⑤】

検証実施記録、
経営陣に対する
報告書

　

検証に際しての主な着眼点

2 □

 ・「検証に際しての主な着眼点」 欄における 「※」 は法令等の注釈を、「注」 は監査上の注意点を、「◆」 は検証基準《表》を表している。

　[×] 不備あり、[△] 改善を要する、[○] 不備は見当たらず、[―] 業務の実施なし、[／] 今回検証せず
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 社内規則等は、協会の自主規制規則に則った内容になっているか

※ 社内規則等については、貸金業者のそれぞれの規模・特性に応じて、創意・工夫を生か
し、法令及び法の趣旨を踏まえ自主的に策定する必要があるが、その内容については協
会の策定する自主規制規則に則った内容が求められる（監督指針Ⅱ－２－１）

b. 社内規則等は、定期的又は必要に応じ、見直しが行われているか

注) 社内規則策定ガイドラインの直近の改正

《令和元年11月改正》　　　（協会案内発信日R1.10.25)
　犯罪収益移転防止法第8条第1項に基づく「疑わしい取引の届出」について、「疑わしい
取引の参考事例」（金融庁公表）が令和元年4月1日に改正されたことに伴い、「5取引
時確認等の措置等」を一部改正した

《令和2年3月、4月改正》　　（協会案内発信日R2.2.25）
　令和2年4月1日「民法の一部を改正する法律」及び「犯罪収益移転防止法施行規則
の一部を改正する命令」が施行されること等に伴い、「5取引時確認等の措置等」「10契
約に関する説明」「13書面の交付義務」「14取立て行為」「15取引履歴の開示」を一部
改正した
《令和2年10月、12月改正》　　（協会案内発信日R3.4.15）
　令和2年10月1日「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法
等の一部改正する法律」、令和2年12月23日「貸金業法施行規則」・「貸金業者向けの
総合的な監督指針」及び令和2年12月28日「犯罪収益移転防止法施行規則の改正」
が施行されたこと等に伴い、「5取引時確認等の措置等」「8貸金業務取扱主任者」を一
部改正した

《令和4年2月改正①》　　　　　　　　（協会案内発信日R4.2.16）
令和4年4月1日の民法改正による成年年齢引下げを踏まえた対応。18歳、19歳の若
年者への貸付けに関し、「11過剰貸付けの防止（個人信用情報の提供等を含む。）」
「12広告の取扱い」を一部改正した

《令和4年2月改正②》　　　　　　　　（協会案内発信日R4.2.28）
「システムリスク管理態勢」に関する個別ガイドラインの策定に伴い、「貸金業の業務運営
に関する自主規制基本規則」及び「業務の適正な運営に関する社内規則策定にあたっ
ての細則」を一部改正した

a. 社内規則等は、役職員に対して周知徹底が図られているか

注) 社内規則等の周知徹底が効果的に行われているかにつき、実効性の観点から検証する

b. 社内規則等は、役職員に十分に理解されるとともに、日常の業務運営において
実践されているか

a. 監督行政庁に対し、貸金業法２４条の６の２（開始等の届出）に規定する届出を
適正に行っているか

※ 主な届出事項（該当することになった日から２週間以内）

・ 貸金業を開始し、休止し、又は再開したとき

・ 指定信用情報機関と信用情報提供契約を締結したとき、又は終了したとき

・ 貸金業法６条１項１４号（最低純資産額）に該当するに至ったことを知ったとき

・ 貸付けに係る契約に基づく債権を他人に譲渡した場合

・ 役員又は使用人に貸金業の業務に関し法令に違反する行為又は貸金業の業務の適正
な運営に支障を来す行為があつたことを知った場合

・ 特定の保証業者との保証契約の締結を貸付けに係る契約の締結の通常の条件とするこ
ととなった場合

・ 第三者に貸金業の業務の委託を行った、又は委託を行わなくなった場合

・ 貸金業協会に加入又は脱退した場合

b. 監督行政庁に対し、貸金業法８条（変更の届出）に規定する届出を適正に行っ
ているか

※ 届出時期（貸金業法８条１項）

・ あらかじめ届出・・・次の事項を変更しようとするとき
 - 営業所又は事務所の名称及び所在地（貸金業法４条１項５号）
 - その業務に関して広告又は勧誘をする際に表示等をする営業所又は事務所の
　　電話番号その他の連絡先等であつて内閣府令で定めるもの （同項７号）

・ 変更があつた日から二週間以内・・・貸金業法４条１項各号（５号及び７号を除く）に掲げ
る事項に変更があつたとき

c. 監督行政庁に対し、貸金業法２４条の６の９（事業報告書の提出）及び２４条の６
の１０（報告徴収及び立入検査）に規定する報告を適正に行っているか

※ 事業報告書・・・毎事業年度経過後三月以内に提出
業務報告書（３月末における業務報告）・・・５月末までに提出

　

3 ■ 監督行政庁への
届出等
【貸金業法２４条の
６の２、８条、２４条
の６の９、２４条の６
の１０、施行規則２
６条の２５】

各種届出書・報
告書（控）

2 ■ 社内規則等の周
知徹底
【貸金業法１２条の
２、施行規則１０条
の６、自主規制１１
条】

研修計画、研修
実施記録

２．法令等遵守態勢 （監督行政庁・貸金業協会への届出等を含む）

検証に際しての主な着眼点

1 ■ 社内規則等の策
定
【貸金業法１２条の
２、施行規則１０条
の６、自主規制１１
条】

社内規則、業務
マニュアル
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 本協会に対し、定款１２条（届出及び報告事項）に規定する届出・報告を適正に
行っているか

b. 本協会に対し、定款１３条（資料の提出等）に規定する報告・資料の提出を適正
に行っているか

c. 財務（支）局が法に基づく検査を実施し、当該検査の結果について、被検査協
会員に検査結果通知書を交付したときは、監査に関する業務規則１１条２項
（監督官庁との連携）に基づき、当該検査結果通知書の写しを本協会に提出して
いるか

注) 本項目（ c. ）は、財務（支）局長登録の協会員が対象

注) 検査結果通知書（写し）の提出については、【平成２６年９月１６日付 日金協（規）第２６
－１２号通知】 及び 【平成２８年４月４日付 日金協（規）第２８－０１号通知】を参照のこ
と　※本マニュアル「Ｂ．検証基準」の「２－２」に関連情報あり

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

1 □ 反社会的勢力に
対する基本方針
【監督指針Ⅱ－１
（１）④】

a. 「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針について」（平成１９年

６月１９日犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）の内容を踏まえて基本方針を決定
し、社内外に宣言しているか

反社会的勢力に
対する基本方針

a. 反社会的勢力との関係の遮断に組織的に対応する必要性・重要性を踏まえ、
担当者や担当部署だけに任せることなく経営陣が適切に関与し、組織として対
応することとしているか

b. 貸金業者単体のみならず、貸金業における反社会的勢力との関係遮断のた
め、グループ一体となって、反社会的勢力の排除に取り組むこととしているか

a. 反社会的勢力対応部署を定めているか

b. 反社会的勢力対応部署において反社会的勢力に関する情報を積極的に収
集・分析するとともに、当該情報を一元的に管理したデータベースを構築し、適
切に更新（情報の追加、削除、変更等）しているか

注) 自社またはグループ企業内で収集・蓄積した情報でデータベースを構築する場合には、
「業界団体等又は全国暴力追放運動推進センターから提供される情報」や「本協会の
特定情報照会サービスから提供される情報」と同等のレベルであることが求められる

c. 反社会的勢力との取引が判明した場合及び反社会的勢力による不当要求が
なされた場合等において、当該情報を反社会的勢力対応部署へ迅速かつ適
切に報告・相談しているか

a. 反社会的勢力との取引を未然に防止するため、反社会的勢力に関する情報
等を活用した適切な事前審査を実施しているか

b. 契約書や取引約款に、暴力団排除条項を導入しているか

c. 反社会的勢力との関係遮断を徹底する観点から、既存の債権や契約の適切
な事後検証を行っているか

a. 反社会的勢力との取引が判明した旨の情報が反社会的勢力対応部署を経由
して迅速かつ適切に経営陣に報告され、経営陣の適切な指示・関与のもと対
応を行っているか

b. 事後検証の実施等により、取引開始後に取引の相手方が反社会的勢力であ
ると判明した場合には、可能な限り回収を図るなど、反社会的勢力への利益供
与にならないよう配意しているか

c. いかなる理由であれ、反社会的勢力であることが判明した場合には、資金提供
や不適切・異例な取引を行っていないか

5 □ 反社会的勢力と
の取引解消に向
けた取組み
【監督指針Ⅱ－２－
６（１）⑤】

経営陣に対する
報告書、交渉経
過記録

4 □ 適切な事前審査
及び事後検証の
実施
【監督指針Ⅱ－２－
６（１）③④】

事前審査・事後
検証の実施記録

2

3 □ 反社会的勢力対
応部署による一
元的な管理態勢
の構築
【監督指針Ⅱ－２－
６（１）②】

反社会的勢力対
応規程、反社情
報データベース

検証に際しての主な着眼点

□ 組織としての対応
【監督指針Ⅱ－２－
６（１）①】

反社会的勢力対
応規程

4 ● 貸金業協会への
届出等
【協会定款１２条、１
３条、監査に関する
業務規則１１条】

各種届出書・報
告書（控）

３．反社会的勢力による被害の防止

検証に際しての主な着眼点
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 社内規則等において、法令及び協会の自主規制規則等を踏まえ、適切な顧
客等に関する情報管理のための方法及び組織体制の確立（部門間における適切

なけん制の確保を含む。）等を具体的に定めているか

b. 顧客等に関する情報の管理状況を適時・適切に検証できる態勢となっている
か

c. 顧客等に関する情報の漏えい等が発生した場合に、適切に責任部署へ報告さ
れ、二次被害等の発生防止の観点から、対象となった資金需要者等への説
明、当局への報告及び必要に応じた公表が迅速かつ適切に行われる体制が
整備されているか

a. 個人情報に対する取組方針を、あらかじめ分かりやすく説明することの重要性
に鑑み、事業者の個人情報保護に関する考え方及び方針に関する宣言（個人

情報保護宣言）を策定し、公表しているか

※ 金融分野ガイドライン２０条は、公表方法としてインターネットのホームページへの常時掲
載や事務所の窓口等での掲示・備付けを例示している

a. 個人情報を取り扱うに当たっては、その利用目的をできる限り特定しているか
保護法17条１項

b. あらかじめ本人の同意を得ないで、特定された利用目的の達成に必要な範囲
を超えて、個人情報を取り扱っていないか（保護法１８条３項に掲げる場合を除く）
保護法１８条１項

※ 金融分野における個人情報取扱事業者は、保護法第 18条第1項及び第2項、第27条
第1項、第 28条第１項並びに第31 条第１項第１号に定める本人の同意を得る場合に
は、原則として、書面（電磁的記録を含む）によることとする（金融分野ガイドライン３条）

a. 偽りその他不正の手段により個人情報を取得していないか　保護法２０条１項

b. 機微（センシティブ）情報については、金融分野ガイドライン５条に掲げる場合を
除くほか、取得、利用又は第三者提供を行わないこととしているか

※ 金融分野における個人情報取扱事業者は、機微（センシティブ）情報については、次に
掲げる場合を除くほか、取得、利用又は第三者提供を行わないこととする（金融分野ガイ
ドライン５条１項）

・ 法令等に基づく場合

・ 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合

・ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のため特に必要がある場合

・ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す
ることに対して協力する必要がある場合

・ 源泉徴収事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体若しくは労働組合
への所属若しくは加盟に関する従業員等の機微（センシティブ）情報を取得、利用又は
第三者提供する場合

・ 相続手続による権利義務の移転等の遂行に必要な限りにおいて、機微（センシティブ）情
報を取得、利用又は第三者提供する場合

・ 保険業その他金融分野の事業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意
に基づき業務遂行上必要な範囲で機微（センシティブ）情報を取得、利用又は第三者提
供する場合

・ 機微（センシティブ）情報に該当する生体認証情報を本人の同意に基づき、本人確認に
用いる場合

※ 機微（センシティブ）情報・・・保護法第２条第３項に定める要配慮個人情報 並びに 労働
組合への加盟、門地、本籍地、保健医療及び性生活（これらのうち要配慮個人情報に
該当するものを除く。）に関する情報（本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関
等、保護法第５７条第１項各号若しくは施行規則６条各号に掲げる者により公開されてい
るもの、又は、本人を目視し、若しくは撮影することにより取得するその外形上明らかなも
のを除く）（金融分野ガイドライン５条１項）

※ 要配慮個人情報・・・本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により
害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないよう
にその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述等が含まれる個人情報
（保護法２条３項）

c. 利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本人に通知し、
又は公表しているか　保護法２１条３項

4 ■ 個人情報の取得
【個人情報保護法２
０、２１条】

個人情報取扱同
意書、個人情報
の利用目的、個
人情報の取扱い
状況

　

2 □ 個人情報保護宣
言の策定
【金融分野ガイドラ
イン２０条】

個人情報保護宣
言（プライバシー
ポリシー）

3 ■ 個人情報の利用
目的
【個人情報保護法１
７、１８条】

個人情報取扱同
意書、個人情報
の利用目的、個
人情報の取扱い
状況

　

検証に際しての主な着眼点

1 □ 顧客等に関する
情報管理態勢の
構築
【監督指針Ⅱ-２-２
（１）①②】

情報管理規程、
個人情報管理台
帳、個人情報の
漏えい等に係る
届出書

４．顧客等に関する情報管理態勢
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内
容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人データを遅滞な
く消去するよう努めているか　保護法２２条

b. 取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人データの安全
管理のために必要かつ適切な措置を講じているか　保護法２３条

c. 従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個人データの安全管
理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行っているか
保護法２４条

※ 貸金業法施行規則１０条の２においても、個人の資金需要者等に関する情報の安全管
理措置を適切に講じることが義務づけられている

注) 個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合の監督責任（保護法２５条）につい
ては、監査項目「５．外部委託」で検証する

◆ 【表１】金融分野における個人情報保護に関するガイドライン（安全管理措置等）

※ 監督指針Ⅱ－２－２（１）②ハ a.は、「必要かつ適切な措置」として、以下の措置を講じる
こととしている

（安全管理について必要かつ適切な措置）
 - 金融分野ガイドライン８条の規定に基づく措置
 - 金融分野ガイドライン実務指針 I 及び別添２の規定に基づく措置

（役職員の監督について必要かつ適切な措置）
 - 金融分野ガイドライン９条の規定に基づく措置
 - 金融分野ガイドライン実務指針 II の規定に基づく措置

a. 次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを
第三者に提供していないか　保護法２７条１項

・ 法令に基づく場合

・ 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得るこ
とが困難であるとき

・ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、
本人の同意を得ることが困難であるとき

・ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す
ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務
の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき等

※ 個人データの提供を受ける者が「第三者」に該当しない場合（保護法２７条５項）

・ 利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部又は一部を委託
することに伴って当該個人データが提供される場合

・ 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合

・ 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合で
あって、その旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範
囲、利用する者の利用目的並びに当該個人データの管理について責任を有する者の氏
名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名について、あらかじめ、
本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき

注) 「第三者」に該当しない場合であっても、個人データの取扱いの全部又は一部を委託す
る場合には、保護法２５条により委託先に対する監督責任が課される

a. 個人データを第三者（保護法第１６条第２項各号に掲げる者を除く）に提供し

たときは、個人情報保護委員会規則で定める事項に関する記録を作成してい
るか（当該個人データの提供が保護法第27条第１項各号又は第５項各号のい
ずれかに該当する場合を除く）　保護法２９条１項

※ 第三者提供に係る記録事項（本人の同意による第三者提供の場合）
　保護法施行規則２０条１項２号

・ 保護法第２７条第１項又は法第２８条の本人の同意を得ている旨

・ 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名（不特
定かつ多数の者に対して提供したときは、その旨）

・ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる

・ 当該個人データの項目

※ 当該第三者提供に関して作成された契約書その他の書面に、保護法施行規則２０条１
項各号に定める事項が記載されているときは、当該書面をもって保護法２９条１項の当
該事項に関する記録に代えることができる（保護法施行規則１９条３項）

b. 前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員会規則で定め
る期間（原則３年。保護法施行規則２１条）保存しているか　保護法２９条２項

6 ■ 個人データの第
三者への提供
【個人情報保護法２
７条】

個人情報取扱同
意書、外部委託
状況一覧、個人
データの共同利
用状況の一覧

　

5 ■ 個人データの管
理
【個人情報保護法２
２～２５条、貸金業
法施行規則１０条
の２】

個人データの安
全管理に係る基
本方針・取扱規
程、安全管理措
置の実施体制、
従業者との非開
示契約、個人
データの安全管
理措置の周知徹
底状況、個人情
報保護に関する
監査結果

　

検証に際しての主な着眼点

7 ■ 第三者提供に係
る記録の作成等
【個人情報保護法２
９条】

第三者提供時の
記録

　

15



実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 第三者から個人データの提供を受けるに際しては、個人情報保護委員会規則
で定めるところにより、次に掲げる事項の確認を行なっているか
（当該個人データの提供が保護法第27条第１項各号又は第５項各号のいずれかに該当
する場合を除く）　保護法３０条１項

・ 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

・ 当該第三者による当該個人データの取得の経緯

b. 上記（保護法３０条１項）の確認を行ったときは、個人情報保護委員会規則で
定める事項に関する記録を作成しているか　保護法３０条３項

※ 第三者提供を受ける際の記録事項（本人の同意による第三者提供の場合）
保護法施行規則２４条１項２号

・ 保護法第２７条第１項又は法第２８条第1項の本人の同意を得ている旨

・ 保護法第３０条第１項各号に掲げる事項（当該第三者の氏名・住所等、取得の経緯）

・ 当該個人データによって識別される本人の氏名その他の当該本人を特定するに足りる
事項

・ 当該個人データの項目

c. 前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護委員会規則で定め
る期間（原則３年。保護法施行規則２５条）保存しているか　保護法３０条４項

a. 保有個人データに関し、次に掲げる事項について、本人の知り得る状態（本人の

求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置いているか　保護法３２条１項、同法
施行令10条

・ 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表
者の氏名

・ 全ての保有個人データの利用目的（保護法第２１条第４項第１号から第３号までに該当
する場合を除く。）

・ 当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知の求め、又は保有個人データ
の開示の請求、内容の訂正等の請求、若しくは利用停止等の請求、若しくは第三者提供
の停止の請求に応じる手続（同３８条２項の規定により手数料の額を定めたときは、その
手数料の額を含む。）

・ 法第二十三条の規定により保有個人データの安全管理のために講じた措置（本人の知り
得る状態に置くことにより当該保有個人データの安全管理に支障を及ぼすおそれがある
ものを除く。）

・ 当該個人情報取扱事業者が行う保有個人データの取扱いに関する苦情の申出先

・ 当該個人情報取扱事業者が認定個人情報保護団体の対象事業者である場合にあって
は、当該認定個人情報保護団体の名称及び苦情の解決の申出先

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 貸金業の業務を第三者に委託する場合、当該業務を的確、公正かつ効率的
に遂行することができる能力を有する者に委託するための措置を講じているか

注) 委託先の業務遂行能力や法令等遵守態勢の整備状況などを考慮した適切な委託先選
定基準が定められているか、当該選定基準に則って委託先を選定しているか等を検証
する

a. 委託先における委託業務の実施状況を、定期的に又は必要に応じて確認する
こと等により、委託先が委託業務を的確に遂行しているかを検証し、必要に応じ
改善させる等、委託先に対する必要かつ適切な監督等を行うための措置を講
じているか

注) 二段階以上の委託が行われた場合には、外部委託先が再委託先等の事業者に対して
十分な監督を行っているかについても確認すること

b. 委託先が行う委託業務に係る資金需要者等からの苦情を適切かつ迅速に処
理するために必要な措置を講じているか

c. 委託先が委託業務を適切に行うことができない事態が生じた場合、他の適切
な第三者に当該業務を速やかに委託する等、当該業務に係る資金需要者等
の保護に支障が生じること等を防止するための措置を講じているか

a. 個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを委託さ
れた個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要か
つ適切な監督を行なっているか　保護法２５条

◆ 【表１】金融分野における個人情報保護に関するガイドライン（安全管理措置等）

※ 監督指針Ⅱ－２－３（１）⑥は、「必要かつ適切な措置」として、以下の措置を講じることと
している

- 金融分野ガイドライン１０条の規定に基づく措置
- 金融分野ガイドライン実務指針 III の規定に基づく措置

8 ■ 第三者から提供
を受ける際の確
認等
【個人情報保護法３
０条】

第三者提供を受
けるに際しての確
認記録

検証に際しての主な着眼点

2 ■ 委託先の監督等
【貸金業法１２条の
２、施行規則１０条
の５】

業務委託契約、
委託先からの業
務報告書、委託
先に対する監査
実施記録

3 ■ 個人データの取
扱いを委託する
場合
【個人情報保護法２
５条】

業務委託契約
書、委託先選定
基準、委託先の
監督状況

５．外部委託

検証に際しての主な着眼点

1 ■ 委託先の選定
【貸金業法１２条の
２、施行規則１０条
の５】

委託先選定基
準、委託先選定
に関する記録

9 ■ 保有個人データ
に関する事項の
公表等
【個人情報保護法３
２条】

保有個人データ
の利用目的、開
示等手続きの定
め
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 取引時確認を適正に行っているか

※ 法人と特定取引等を行う場合、その取引の任に当たっている自然人（代表者等）につい
ても、本人特定事項の確認を行わなければならない（犯収法4条4項）

b. 取引時確認の方法は適正か

◆ 【表２】顧客等の本人特定事項の確認方法（通常の特定取引の場合）及び本人確認書
類

注1) 犯収法施行規則の改正により、オンラインで完結する本人特定事項の確認方法が新設
された（平成３０年１１月３０日施行）

注2) 医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する
法律(令和2年10月1日施行)
原則として、本人確認等を目的として被保険者記号・番号等の告知を求めることが禁止
されており、本人確認等を被保険者証で行う場合は、以下の点に留意すること。
・ホームページ等において、被保険者証の記号・番号が記載された面の写しを送付する
ような記載を行わないこと。
・本人特定事項の確認のため被保険者証の提示を受ける場合は、被保険者等の記号・
番号等を書き写さず、写しをとる場合は、被保険者等の記号・番号等を復元できない程
度にマスキングを施すこと。
・被保険者証の写しの送付を受け本人確認等を行う場合は、あらかじめ申請者や顧客
等に対し被保険者等記号・番号等にマスキング求め、マスキングが施されていない場合
は、写しの提供を受けたものにおいてマスキングを施すこと。

a. 取引時確認を行った場合、直ちに確認記録を作成しているか

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

◆ 【表３】確認記録の記録事項（犯罪収益移転防止法施行規則第２０条第１項）

注) 確認記録については、警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課犯罪収益
移転防止対策室（ＪＡＦＩＣ）がウェブサイトで公表している「犯罪収益移転防止法の概要」
に参考様式が掲載されている

c. 確認記録を、契約が終了した日から７年間保存しているか

a. 管理職レベルのテロ資金供与及びマネー・ローンダリング対策のコンプライアン
ス担当者など、犯収法第11条第３号の規定による統括管理者として、適切な
者を選任・配置しているか

注) 監督指針Ⅱ-２-５ 「取引時確認、疑わしい取引の届出」（１）①イについて、平成３０年２
月改正により、従前の表現「適切な者を選任・配置するよう努めているか」が、「適切な者
を選任・配置しているか」に改められたことに留意する

a. テロ資金供与やマネー・ローンダリング等に利用されるリスクについて調査・分析
し、その結果を勘案した措置を講じるために、以下のような対応を行っているか

・ 国家公安委員会が作成・公表する犯罪収益移転危険度調査書の内容を勘案し、取引・
商品特性や取引形態、取引に関係する国・地域、顧客属性等の観点から、自らが行う
取引がテロ資金供与やマネー・ローンダリング等に利用されるリスクについて適切に調査・
分析した上で、その結果を記載した書面等（特定事業者作成書面等）を作成し、定期的
に見直しを行うこと

・ 特定事業者作成書面等の内容を勘案し、必要な情報を収集・分析し、保存している確
認記及び取引記録等について継続的に精査すること

・ 厳格な顧客管理を行う必要性が特に高いと認められる取引（犯収法４条２項前段）若しく
は顧客管理を行う上で特別の注意を要する取引（犯収法施行規則５条）、又はこれら以
外の取引で犯罪収益移転危険度調査書の内容を勘案してテロ資金供与やマネー・ロー
ンダリング等の危険性の程度が高いと認められる取引（高リスク取引）を行う際には、統括
管理者が承認を行い、また、情報の収集・分析を行った結果を記載した書面等を作成
し、確認記録又は取引記録等と共に保存すること

※ マネロン・テロ資金供与対策におけるリスクベース・アプローチとは、金融機関等が、自ら
のマネロン・テロ資金供与リスクを特定・評価し、これを実効的に低減するため、当該リス
クに見合った対策を講ずることをいう（マネロン・テロ資金供与対策ガイドラインⅡ-１）

注) 監督指針Ⅱ-２-５ 「取引時確認、疑わしい取引の届出」（１）①ロについて、平成３０年２
月改正により、従前の表現「以下のような対応を行うことに努めているか」が、「以下のよう
な対応を行っているか」に改められたことに留意する

確認記録の作成
【犯罪収益移転防
止法６条】

確認記録

６．取引時確認、疑わしい取引の届出

検証に際しての主な着眼点

4 □ リスクベース･アプ
ローチの実施
【犯罪収益移転防
止法１１条、監督指
針Ⅱ－２－５（１）①
ロ】

リスクについて調
査・分析した結
果の記録

　

統括管理者の選
任・配置
【犯罪収益移転防
止法１１条、監督指
針Ⅱ－２－５（１）①
イ】

□3 　取引時確認等対
応規程

2 ■

1 ■ 取引時確認
【犯罪収益移転防
止法４条、医療保
険制度の適正かつ
効率的な運営を図
るための健康保険
法等の一部を改正
する法律】

本人確認書類、
確認記録
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 社内規則等において、疑わしい取引の届出を行うための社内態勢や手続きが
明確に定められているか

b. 疑わしい取引の届出に該当するか否かの判断を行うに当たって、貸金業者が
取得した取引時確認情報、取引時の状況その他貸金業者が保有している当
該取引に係る具体的な情報を総合的に勘案した上で、届出の必要性の判断
が行われているか

c. 取引時確認と疑わしい取引の届出が相互に関連性を有していることを十分に
認識し、取引時確認の的確な実施により資金需要者等の基礎的な情報を把
握し、その上で当該情報及び資金需要者等の取引態様等を総合的に勘案の
うえ判断し、疑わしい取引の届出が行われるよう、一体的、一元的な社内体制
等が構築されているか

a. 疑わしい取引に該当すると判断された場合には、統括部署において、速やかに
当局に届出を行っているか

注) 統括管理者等へのヒアリングや資料の閲覧等により、疑わしい取引の届出状況を確認す
る。また、本来は届出の必要があるにもかかわらず、届出が行われていない事例がな
かったかについても確認する

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 自らが営む貸金業務について、指定紛争解決機関（日本貸金業協会 貸金業相

談・紛争解決センター）との間で、手続実施基本契約を締結しているか

b. 手続実施基本契約の相手方である指定紛争解決機関の商号又は名称を公
表しているか

2 ■ 相談及び助言
【貸金業法１２条の
９】

a. 資金需要者等の利益の保護のために必要と認められる場合には、資金需要者
等に対して、借入れ又は返済に関する相談又は助言その他の支援を適正かつ
確実に実施することができると認められる団体（日本貸金業協会 貸金業相談・紛

争解決センターなど）を紹介するよう努めているか

相談業務規程、
苦情等対応規
程、相談記録

　

a. 苦情等（資金需要者等からの相談、苦情、紛争等をいう。）への対処に関し、適切に
担当者を配置しているか

b. 苦情等の解決に向けた進捗管理を適切に行い、長期未済案件の発生を防止
するとともに未済案件の速やかな解消を行う態勢を整備しているか

c. 苦情等を申し出た資金需要者等に対し、申出時から処理後まで、資金需要者
等の特性にも配慮しつつ、苦情等対処の手続の進行に応じた適切な説明を必
要に応じて行う態勢を整備しているか

d. 類型化した苦情等及びその対処結果等が内部管理部門や営業所等に報告さ
れると共に、重要案件と認められた場合、速やかに内部監査部門や経営陣に
報告されるなど、事案に応じ必要な関係者間で情報共有が図られる態勢を整
備しているか

e. 苦情等の内容及び対処結果について、自ら対処したものに加え、外部機関が
介在して対処したものを含め、適切かつ正確に記録・保存しているか

a. 指定紛争解決機関から手続応諾・資料提出等の求めがあった場合、正当な
理由がない限り、速やかに応じているか

b. 紛争解決委員から和解案の受諾勧告又は特別調停案の提示がされた場合、
速やかに受諾の可否を判断しているか

c. 和解案又は特別調停案を受諾した場合、担当部署において速やかに対応する
とともに、その履行状況等を内部管理部門等が事後検証しているか

4 □ 苦情処理手続・
紛争解決手続
【監督指針Ⅱ－２－
７－２－１（２）①②】

苦情処理記録、
紛争等対応記録

3

1 ■ 金融ＡＤＲ制度へ
の対応
【貸金業法１２条の
２の２】

手続実施基本契
約、掲示物、
ホームページ

苦情等対処の実
施態勢の構築
【監督指針Ⅱ－２－
７－１（１）②】

□

検証に際しての主な着眼点

5 □ 疑わしい取引の
届出を的確に実
施するための態
勢
【犯罪収益移転防
止法１１条、監督指
針Ⅱ－２－５（１）②
③】

疑わしい取引の
届出業務マニュ
アル、具体的事
案の対応記録

７．相談、苦情及び紛争等の対応態勢

6 ■ 疑わしい取引の
届出
【犯罪収益移転防
止法８条】

疑わしい取引の
届出書（控）

検証に際しての主な着眼点

相談業務規程、
苦情等対応規程
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 営業所又は事務所ごとに、内閣府令で定める数の貸金業務取扱主任者を設
置しているか

※ 営業所等ごとに設置する主任者数は、貸金業法１２条の４第２項の従業者名簿に記載さ
れるべき従業者の数で除した数が５０分の１以上になることに留意すること（監督指針Ⅱ
－２－９（１）②）

b. 貸金業務取扱主任者は、設置した営業所等に「常時勤務する者」か

※ 施行規則１０条の７第１号の「常時勤務する者」とは、営業時間内に営業所等に常時駐
在する必要はないが、単に所属する営業所等が１つに決まっていることだけでは足りず、
社会通念に照らし、常時勤務していると認められるだけの実態を必要とする（監督指針Ⅱ
－２－９（２）①）

※ 自動契約受付機若しくは現金自動設備のみにより貸付けに関する業務を行う営業所等
又は代理店（当該代理店が貸金業者である場合に限る。）に貸金業務取扱主任者を置
く場合にあつては、この限りでない（施行規則１０条の７但書）

a. 経営陣は、貸金業務取扱主任者が営業所又は事務所において、貸金業務の
従業者に対する助言又は指導に係る職務を適切に遂行できるよう、必要な配
慮を行なっているか

※ 貸金業務の従業者は、貸金業務取扱主任者が行う助言を尊重するとともに、その指導
に従わなければならない（１２条の３第２項）

注) 貸金業務取扱主任者は貸金業者（経営陣）の指示により、その営業所又は事務所にお
いて法令の遵守に係る従業者に対する助言又は指導を行うのであって、法令遵守につ
いて最終的な責任を負うのは貸金業者であることに留意すること

a. 貸金業務取扱主任者は、貸金業務の従業者に対する助言又は指導に係る職
務を適切に遂行しているか

注) 実地監査で法令等違反が認められた業務については、貸金業務取扱主任者としてどの
ような助言・指導を行ってきたかを確認すること

□ 主任者の機能発
揮状況
【監督指針Ⅱ－２－
９（１）③】

主任者及び職員
からのヒアリング

主任者の役割等
に関する実施態
勢の構築
【貸金業法１２条の
３】

経営陣からのヒ
アリング

3

８．貸金業務取扱主任者

検証に際しての主な着眼点

1 ■ 貸金業務取扱主
任者の設置
【貸金業法１２条の
３】

従業者名簿、主
任者登録（更
新）完了通知

2 ■
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 貸金業の業務に関し、次に掲げる行為をしていないか

・ 資金需要者等に対し、虚偽のことを告げ、又は貸付けの契約の内容のうち重要な事項を
告げない行為

・ 資金需要者等に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、又は確実であると
誤認させるおそれのあることを告げる行為

・ 保証人となろうとする者に対し、主たる債務者が弁済することが確実であると誤解させる
おそれのあることを告げる行為

※ 法第12 条の６第１号に規定する「貸付けの契約の内容のうち重要な事項を告げない」行
為に該当するかどうかは、個々の事実関係に則して判断する必要があるが、例えば、次
のような行為を行う場合には、当該規定に該当するおそれが大きいことに留意する必要
がある。なお、同号から第3 号に規定する「告げる」又は「告げない」行為とは必ずしも口
頭によるものに限られない（監督指針Ⅱ－２－１０（２）①）

・ 資金需要者等から契約の内容について問合せがあったにもかかわらず、当該内容につ
いて回答せず、資金需要者等に不利益を与えること

・ 資金需要者等が契約の内容について誤解していること又はその蓋然性が高いことを認識
しつつ正確な内容を告げず、資金需要者等の適正な判断を妨げること

b. 貸金業の業務に関し、「偽りその他不正又は著しく不当な行為」（貸金業法１２条

の６第４号）をしていないか

※ 法第12 条の６第４号の規定は、貸金業者が業務を運営するに当たり不適切な行為を禁
止するものであり、「偽りその他不正又は著しく不当な行為」に該当するかどうかは、個別
の事実関係に則して、資金需要者等の利益を害する程度や業務の不適切性の程度を
総合的に勘案して判断することとなるが、例えば、貸金業者が次のような行為を行う場合
は、当該規定に該当するおそれが大きいことに留意する必要がある。
なお、「不正な」行為とは違法な行為、「不当な」行為とは客観的に見て、実質的に妥当
性を欠く又は適当でない行為で、不正（違法）な程度にまで達していない行為をいう（監
督指針Ⅱ－２－１０（２）②）

・ 契約の締結又は変更に際して、次に掲げる行為を行うこと

　- 白紙委任状及びこれに類する書面を徴求すること

　- 白地手形及び白地小切手を徴求すること

　- 印鑑、預貯金通帳・証書、キャッシュカード、運転免許証、健康保険証、年金
　　受給証等の債務者の社会生活上必要な証明書等を徴求すること

　- 貸付け金額に比し、合理的理由がないのに、過大な担保又は保証人を徴求
　　すること

　- クレジットカードを担保として徴求すること

　- 資金需要者等に対し、借入申込書等に年収、資金使途、家計状況等の重要
　　な事項について虚偽の内容を記入するなど虚偽申告を勧めること

・ 人の金融機関等の口座に無断で金銭を振り込み、当該金銭の返済に加えて、当該金銭
に係る利息その他の一切の金銭の支払を要求すること

・ 顧客の債務整理に際して、帳簿に記載されている内容と異なった貸付けの金額や貸付
日などを基に残存債務の額を水増しし、和解契約を締結すること

・ 貸金業者が、架空名義若しくは借名で金融機関等に口座を開設し又は金融機関等の口
座を譲り受け、債務の弁済に際して当該口座に振込みを行うよう要求すること

・ 資金需要者等が身体的・精神的な障害等により契約の内容が理解困難なことを認識し
ながら、契約を締結すること

・ 資金需要者等が障害者である場合であって、その家族や介助者等のコミュニケーション
を支援する者が存在する場合に、当該支援者を通じて資金需要者等に契約内容を理
解してもらう等の努力をすることなく、単に障害があることを理由として契約締結を拒否す
ること

・ 資金逼迫状況にある資金需要者等の弱みにつけ込み次に掲げる行為を行うこと

　- 資金需要者等に一方的に不利となる契約の締結を強要すること

　- 今後の貸付けに関して不利な取扱いをする旨を示唆すること等により、株式、
　　出資又は社債の引受けを強要すること

　- 貸付けの契約の締結と併せて自己又は関連会社等の商品又はサービスの
　　購入を強制すること

・ 確定判決において消費者契約法第８条から第１０条までの規定に該当し無効であると評
価され、当該判決確定の事実が消費者庁、独立行政法人国民生活センター又は同法
に規定する適格消費者団体によって公表されている条項と、内容が同一である条項を
含む貸付けに係る契約（消費者契約に限る。）を締結すること

９．禁止行為

検証に際しての主な着眼点

1 ■ 禁止行為
【貸金業法１２条の
６】

借用証書、貸付
帳簿、交渉経過
記録
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 貸付けの契約（住宅資金貸付契約その他の内閣府令で定める契約を除く。）の相手
方又は相手方となろうとする者の自殺による死亡を保険事故とする保険契約を
締結していないか

※ 次に掲げる貸付けの契約は、本条の対象とならない（施行規則１０条の１０）

・ 住宅の建設若しくは購入に必要な資金（住宅の用に供する土地又は借地権の取得に必
要な資金を含む。）又は住宅の改良に必要な資金の貸付けに係る契約

・ 自ら又は他の者により前号の貸付けが行われることが予定されている場合において、当
該貸付けが行われるまでのつなぎとして行う貸付けに係る契約

a. 貸付けの契約について、債務者等から、当該債務者等が特定公正証書の作
成を公証人に嘱託することを代理人に委任することを証する書面を取得してい
ないか

※ 特定公正証書・・・債務者等が貸付けの契約に基づく債務の不履行の場合に直ちに強制
執行に服する旨の陳述が記載された公正証書（貸金業法２０条１項）

b. 貸付けの契約について、債務者等が特定公正証書の作成を公証人に嘱託す
ることを代理人に委任する場合、当該代理人の選任に関し推薦その他これに
類する関与をしていないか

a. 公的給付がその受給権者である債務者等又は債務者等の親族その他の者の
預金又は貯金の口座に払い込まれた場合に当該預金又は貯金の口座に係る
資金から貸付けの契約に基づく債権の弁済を受けることを目的として、次に掲
げる行為をしていないか

・ 預金通帳等の引渡し若しくは提供を求め、又はこれらを保管する行為

・ 当該預金又は貯金の払出しとその払い出した金銭による当該債権の弁済をその預金又
は貯金の口座のある金融機関に委託して行うことを求める行為

a. 債務を履行するために自己振出手形又は先日付小切手の提供を事前又は事
後に受けたときは、充当する債務を特定することができるようにその内容を管理
し、書面等を資金需要者等に交付しているか

b. 顧客から手形の割引を行う場合、その手形の担保又は保全として重ねて自己
振出手形又は小切手を徴求していないか

c. 資金需要者等から手形の振出しを受ける場合、手形記載要件の支払場所が、
銀行等の公共の金融機関ではない約束手形の振出しを受けていないか

検証に際しての主な着眼点

4 ■ 公的給付に係る
預金通帳等の保
管等の制限
【貸金業法２０条の
２】

借用証書、貸付
帳簿、担保預り
証

5 ● 自己振出手形等
の制限
【自主規制基本規
則３６条】

借用証書、貸付
帳簿、担保預り
証

3 ■ 特定公正証書に
係る制限
【貸金業法２０条】

2 生命保険契約証
書

特定公正証書の
作成状況、公正
証書作成嘱託委
任状

生命保険契約等
の締結に係る制
限
【貸金業法１２条の
７】

■
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. その利息（みなし利息を含む）が利息制限法１条に規定する金額を超える利息の
契約締結、受領、支払の要求をしていないか

b. 同一の債務者に追加的に貸付けを行うにあたっては、利息制限法の上限利率
は、同法第５条に基づき、債務者の自社貸付残高に応じて変化することを踏ま
え、利率を決定しているか

a. 保証業者と保証契約を締結しようとするときは、あらかじめ、当該保証契約を締
結するまでに、当該保証業者への照会その他の方法により、当該保証業者と
当該貸付けに係る契約の相手方又は相手方となろうとする者との間における保
証料に係る契約の締結の有無及び当該保証料の額を確認しているか。また、
確認に関する記録を作成し、保存しているか　貸金業法１２条の８第６項、７項

b. 保証人として保証業者を付す場合、主たる債務の利息と保証料の合算額が、
法定上限額を超過していないか

a. 金銭の貸借の媒介を行つた貸金業者が、当該媒介により締結された貸付けに
係る契約の債務者から当該媒介の手数料を受領した場合において、当該契約
につき更新があつたときは、これに対する新たな手数料を受領し、又はその支
払を要求してしていないか　　貸金業法１２条の８第１０項

b. 金銭の貸借の媒介を行う場合、出資法４条１条に規定する金額を超える媒介
手数料の契約締結、受領、支払の要求をしていないか

※ 出資法４条１条に規定する金額・・・その媒介に係る貸借の金額の１００分の５に相当する
金額（当該貸借の期間が１年未満であるものについては、当該貸借の金額に、その期間
の日数に応じ、年５パーセントの割合を乗じて計算した金額）

2 ■ 保証料の制限等
【貸金業法１２条の
８第６項・７項、利息
制限法８条、９条】

保証業者との保
証契約書、確認
記録、貸付帳簿

3 ■ 媒介手数料の制
限
【貸金業法１２条の
８第１０項、出資法
４条】

媒介契約書、借
用証書、貸付帳
簿

１０．利息・保証料等に係る制限等

検証に際しての主な着眼点

1 ■ 利息の制限
【貸金業法１２条の
８第１項・４項、利息
制限法１条、５条】

借用証書、貸付
帳簿、受取証書
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 債務者等に対して貸付けの契約に係る勧誘を行うに際しては、当該債務者等
から当該勧誘を行うことについて承諾を得ているか

※ 承諾の取得方法は、自主規制基本規則６６条１項各号に例示されている

b. 勧誘を行うことについて承諾を受けた場合には、当該承諾の事実を事後に確
認できるよう記録・保存しているか

a. 資金需要者等の知識、経験、財産の状況及び貸付けの契約の締結の目的に
照らして不適当と認められる貸付けの契約の勧誘を行っていないか

b. 資金需要者等が身体的・精神的な障害等により契約の内容が理解困難なこと
を認識したにもかかわらず、貸付けの契約の締結に係る勧誘を行っていないか

a. 勧誘を受けた資金需要者等から当該貸付けの契約を締結しない旨の意思（当

該勧誘を引き続き受けることを希望しない旨の意思を含む。）が表示されたにもかか
わらず、当該勧誘を引き続き行っていないか　貸金業法１６条４項

※ 協会員は、当該対象者が当初の勧誘に対して示した拒否の意思表示に応じ、概ね以下
を目処として対応しなければならない（自主規制基本規則６７条１項）

・勧誘を一切拒否する旨の強い意思表示を行った場合・・・当該意思の表示のあった日
から最低１年間は一切の勧誘を見合わせる（当該期間経過後も架電、ファックス、電子
メール若しくはダイレクトメール等の送信又は訪問等、資金需要者等の私生活や業務に
与える影響が大きい方法による勧誘は行わない）

・勧誘を行った取引に係る勧誘を引き続き受けることを希望しない旨の明確な意思の表
示を行った場合・・・当該意思表示のあった日から最低６ヶ月間は当該勧誘に係る取引
及びこれと類似する取引の勧誘を見合わせる

・勧誘に係る取引についての契約を締結しない旨の意思を表示した場合（前各号に掲げ
る場合以外の場合）・・・当該意思表示のあった日から最低３ヶ月間は当該勧誘に係る
取引及びこれと類似する取引の勧誘を見合わせる

※ 「勧誘」とは、電話や戸別訪問に限らず、電子メール、ダイレクトメールによるものを含む。
（監督指針Ⅱ－２－１１（１）②）

b. 勧誘拒否の事実を記録し、適切な期間、これを保存しているか　自主規制基本
規則６７条１項

□ a. 貸付けの契約を締結しようとする場合、契約内容を口頭で十分に説明している
か。口頭で十分な説明ができない場合は、補完的手段（電話による問合せ窓口

の設置や説明内容のホームページへの掲載等）を講じているか

※ 貸金業者がインターネット等の口頭での説明が困難である手段を通じて貸付けの契約を
締結しようとする場合には、顧客等が貸金業者のホームページ上に表示される説明事項
を読み、その内容を理解した上で画面上のボタンをクリックする方法等で、顧客等が理解
した旨を確認することにより、口頭による説明の代替措置が講じられていることが求められ
る（監督指針Ⅱ－２－１１（１）②）

b. 契約の意思形成のために資金需要者等の十分な理解を得ることを目的として
必要な情報（商品又は取引の内容及びリスク等）を的確に提供しているか。
特に以下の点に留意しているか

・ 保証契約を締結する場合、保証人となろうとする者に当該保証契約の内容を
十分に理解しうるよう説明を尽くしているか（例えば、保証契約の形式的な内容にと
どまらず、保証人の法的効果とリスクについて、実際に保証債務を履行せざるを得ない
事態を想定した説明を行う等）

・ 中小企業・小規模事業者等の経営者等との間で保証契約を締結する場合、
「経営者保証に関するガイドライン」に基づき、主債務者と保証人に対して丁寧
かつ具体的に説明を行うこととしているか

・ 物的担保を徴求する場合、物的担保を提供する者が当該担保契約の内容を
十分に理解しうるよう説明を尽くしているか（例えば、物的担保権が行使されうる場
合等、物上保証の法的効果とリスクについて、物的担保契約の形式的な内容にとどまら
ず、実際に物的担保権が行使されうる事態を想定した説明を行う等）

・ いわゆる「おまとめローン」を目的とする契約を締結しようとする場合は、資金需
要者等に対し、完全施行前の貸金業法４３条第１項のみなし弁済の適用に関
する説明を行うとともに、必要に応じ、貸金業協会や消費生活センターなど適
切な相談窓口を紹介しているか

・ 事業のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証契約又は主たる債
務の範囲に事業のために負担した貸金等債務が含まれる根保証契約を締結
する場合（保証人になろうとする者が法人又は民法第465条の9各号に掲げる
者である場合を除く。）は、その契約の締結に先立ち、その締結日の前1か月以
内に作成された公正証書で保証人になろうとする者が保証債務を履行する意
思を表示しなければ、保証契約が無効となることに留意しているか。（個別ガイ
ドライン・第7条）

4

2 ● 不適当と認めら
れる勧誘の禁止
【自主規制基本規
則６６条】

勧誘リスト、営業
部門へのヒアリン
グ

3 ■ 再勧誘拒否への
対応
【貸金業法１６条、
自主規制基本規則
６７条】

再勧誘拒否の事
実と対応に関す
る記録

顧客等への説明
記録、問合せ窓
口の設置状況

貸付けの契約の
締結時等
【監督指針Ⅱ－２－
１１（１）②】

１１．契約に係る説明態勢

検証に際しての主な着眼点

1 ● 貸付けの契約に
係る勧誘の承諾
【自主規制基本規
則６６条】

勧誘の承諾に関
する記録

23



実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

5 □ 取引関係の見直
し時等
【監督指針Ⅱ－２－
１１（１）②】

a. 債務者等にとって不利となる契約の見直しを行う場合、契約の変更箇所につい
て説明を行うとともに、これまでの取引関係や、債務者等の知識、経験及び財
産の状況を踏まえ、債務者等の理解と納得を得ることを目的とした説明がなさ
れているか

債務者等への説
明記録

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

1 ● 返済能力の調査
に係る基準
【自主規制基本規
則２１条の２】

a. 貸金業法その他の関係法令を遵守し、適正な貸付けの契約の締結が行われ
るようにするため、例えば、顧客等の収入又は収益その他資力及び支出の状
況、借入れの状況、資金使途等を考慮した返済能力の調査に係る基準を設け
なければならない。

審査基準書、審
査マニュアル

a. 資金需要者等と貸付けの契約（極度方式貸付けに係る契約を除く）を締結する
際、以下の方法で借入れの意思を確認しているか

・ 借入申込書に借入希望額、申込み時点での借入額、年収額等を自ら記入させる

・ 前項に規定する各事項が記録された電磁的記録の送信を受ける方法

・ 電話通信の方法により前項に規定する各事項を聴取し、これらを記録する方法

b. 資金需要者等が障害者である場合であって、その家族や介助者等のコミュニケーション
を支援する者が本人を補佐して代筆対応等を行う場合にも、顧客本人の借入れの意思
が適切に反映されていることを慎重に確認を行わなければならない。

c. 上記の方法により実施した調査結果を記録し、貸付けに係る契約に基づく債権
が消滅した日まで保存しているか

a. 加入指定信用情報機関に資金需要者等に係る信用情報の提供の依頼をする
場合には、内閣府令で定める場合を除き、あらかじめ、当該資金需要者等から
書面又は電磁的方法による同意を得ているか

b. 資金需要者である個人の顧客を相手方として貸付けに係る契約（内閣府令で定

めるものを除く。）を締結しようとする場合には、あらかじめ、次に掲げる同意を当
該顧客から書面又は電磁的方法により得ているか

・ 当該顧客に関する個人信用情報を加入指定信用情報機関に提供する旨の同意

・ 前号の個人信用情報を加入指定信用情報機関が当該加入指定信用情報機関の他の
加入貸金業者に提供する旨の同意

・ 第１号の個人信用情報を貸金業法第４１条の２４第１項による依頼に応じ、他の指定信
用情報機関の加入貸金業者に提供する旨の同意

c. 前二項の同意を得た場合には、当該同意に関する記録を作成し、保存してい
るか

a. 個人である顧客等と貸付けの契約（内閣府令で定める貸付けの契約を除く。）を締
結しようとする場合には、貸金業法１３条１項の規定による調査を行うに際し、
指定信用情報機関が保有する信用情報を使用しているか

※ 個人との間で保証契約を締結しようとする場合の当該個人や、総量規制の除外貸付け・
例外貸付けについても、信用情報の使用義務が課せられる（手形の割引など、施行規
則１０条の１６に掲げる契約を除く）

a. 次のいずれかに該当するときは、貸金業法１３条１項の規定による調査を行う
に際し、資金需要者である個人の顧客から源泉徴収票その他の当該個人顧
客の資力を明らかにする事項を記載した書面等（年収証明書）の提出又は提供
を受けているか（既に年収証明書の提出等を受けている場合は除く）

・ 当該貸金業者合算額が５０万円を超える場合

・ 個人顧客合算額が１００万円を超える場合

注) 個人顧客の勤務先に変更があつた場合など、当該個人顧客の資力に変更があつたと認
められる場合には、当該変更後の資力を明らかにする年収証明書に限る（施行規則１０
条の１７第１項但書）

検証に際しての主な着眼点

2 ● 返済能力の調査
-借入意思の確
認
【自主規制基本規
則２２条】

借入申込書、申
込みに係る記録

１２．過剰貸付けの防止（個人信用情報の提供等を含む）

検証に際しての主な着眼点

5 ■ 年収証明書の取
得
【貸金業法１３条３
項

収入証明書

3 ■ 指定信用情報機
関への信用情報
の提供等に係る
同意の取得等
【貸金業法４１条の
３６】

同意に関する記
録、信用情報の
照会履歴、個人
信用情報の提供
履歴

4 ■ 信用情報の使用
義務
【貸金業法１３条２
項】

信用情報照会記
録
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 顧客等と貸付けの契約を締結した場合には、顧客等ごとに、返済能力の調査
に関する記録を適正に作成しているか

※ 返済能力の調査に関する記録の記録事項（施行規則１０条の１８第１項）

・ 契約年月日

・ 顧客等から前条第一項に規定する書面等（年収証明書）の提出又は提供を受けた年月
日

・ 顧客等の資力に関する調査の結果

・ 顧客等の借入れの状況に関する調査の結果（法第十三条第二項 の規定により、指定
信用情報機関が保有する信用情報を使用して行つた調査の結果を含む。）

・ その他法第１３条第１項 の規定による調査に使用した書面又はその写し（当該書面の作
成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含む）

※ 施行規則１０条の１８第１項４号に定める「顧客等の借入れの状況に関する調査結果」に
ついては、借入額のほか、借入件数、各貸付けに係る契約の内容（除外貸付・例外貸付
となる契約であれば、その旨）等、調査の結果判明した「借入れの状況」に関するあらゆ
る事項を記録する（監督指針Ⅱ－２－１３－１（２）①イ）

b. 返済能力の調査に関する記録を、貸付けに係る契約に基づく債権が消滅した
日まで保存しているか　施行規則１０条の１８第２項

・ 若年者への貸付けの契約を締結しようとする場合は、貸付額にかかわらず、収入の状況
を示す書類の提出又は提供を受けてこれを確認することとしているか。また、当該書類
は、当該貸付けに係る契約に定められた最終の返済期日まで保存するなど、貸金業法
施行規則第10条の18第2項の規定に沿って保存することとしているか。
                                        （個別ガイドライン【11.過剰貸付けの防止】・第3条の2）

a. 総量規制に違反する貸付けを行っていないか

注) 本項目は、個人顧客を相手方とする貸付けに係る契約（除外貸付け、例外貸付けを除
く）が対象。借入申込書や信用情報照会記録、年収証明書、借用証書等を突合して検
証すること

a. 除外貸付け（施行規則１０条の２１第１項各号）に真に該当しているか

b. 除外貸付けに該当することを証する書類を適正に取得しているか

◆ 【表４】総量規制の除外貸付け、例外貸付けの契約類型及び保存を要する書面等

c. 実質的に顧客等の返済能力を超える貸付けになっていないか

a. 例外貸付け（施行規則１０条の２３第１項各号）に真に該当しているか

b. 例外貸付けに該当することを証する書類を適正に取得しているか

◆ 【表４】総量規制の除外貸付け、例外貸付けの契約類型及び保存を要する書面等

c. 実質的に顧客等の返済能力を超える貸付けになっていないか

a. 事業を営む個人顧客に対する貸付けに係る契約（施行規則１０条の２３第１項４

号）にあっては、次の事項を確認しているか

・ 当該事業の実態が確認されていること

・ 当該個人顧客の返済能力を超えない貸付けに係る契約であると認められること

b. 現に事業を営んでいない個人顧客に対する新たな事業を行うために必要な資
金の貸付けに係る契約（施行規則１０条の２３第１項５号）にあっては、次の事項を
確認しているか

・ 確実に当該事業の用に供するための資金の貸付けであると認められること

・ 当該個人顧客の返済能力を超えない貸付けに係る契約であると認められること

a. 商業登記簿謄本（電磁的記録を含む）の提出又は提供等を受けて、法人の実態
を確認しているか

b. 法人の返済能力を確認するため、決算書、資金繰り表又は事業計画書等の書
類又は電磁的記録の提出又は提供を受けているか

12 □ 経営者保証ガイド
ラインへの対応
【監督指針Ⅱ-２-１
３-３（２）】

a. 「経営者保証に関するガイドライン」に基づく対応を適切に行うための社内規程
やマニュアル、契約書の整備、本部による営業店支援態勢の整備等、必要な
態勢の整備に努めているか

審査基準書、審
査マニュアル

総量規制の例外
貸付け
【貸金業法１３条の
２、施行規則１０条
の２３】

返済能力調査記
録、例外貸付け
に該当することを
証する書類

11 ● 法人向け貸付け
【自主規制基本規
則３１条、３２条】

登記事項証明
書、決算書、資
金繰り表、事業
計画書

10 ■ 個人事業者向け
貸付け
【貸金業法１３条の
２、施行規則１０条
の２３】

確定申告書、借
入計画書、返済
能力調査記録

9 ■

7 ■ 総量規制
【貸金業法１３条の
２】

返済能力調査記
録

8 ■ 総量規制の除外
貸付け
【貸金業法１３条の
２、施行規則１０条
の２１】

返済能力調査記
録、除外貸付け
に該当することを
証する書類

6 ■ 返済能力の調査
に関する記録
【貸金業法１３条４
項】

返済能力調査記
録

検証に際しての主な着眼点

25



実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 貸金業法１３条の３第１項及び第２項の規定による基準額超過極度方式基本
契約に係る調査を適正に実施しているか

※ 貸金業法１３条の３第１項に規定する調査の要件等（施行規則１０の２４)

次の基準のいずれかを満たした場合は、指定信用情報機関に個人信用情報の提供の
依頼をしなければならない

・ 極度方式基本契約を締結した日から同日以後一月以内の一定の期日までの期間及び
当該一定の期日の翌日以後一月ごとの期間に区分したそれぞれの期間において、当該
期間内に行つた当該極度方式基本契約に基づく極度方式貸付けの金額の合計額が５
万円を超え、かつ、当該期間の末日における当該極度方式基本契約に基づく極度方式
貸付けの残高の合計額が１０万円を超えること
⇒本基準を満たした場合、当該期間の末日から三週間を経過する日までに調査

・ 施行規則第十条の二十五第三項第三号の措置又は第十条の二十八第四項第二号若
しくは第十条の二十九第二号に掲げる措置を解除しよう とする場合

※ 貸金業法１３条の３第２項に規定する調査の要件等（施行規則１０の２５)

三月以内（施行規則１０条の２５第１項）ごとに、当該期間の末日から三週間を経過する
日までに、指定信用情報機関に個人信用情報の提供の依頼をしなければならない。た
だし、内閣府令で定める場合はこの限りでない（期間の末日における極度方式貸付けの
残高の合計額が１０万円以下である場合、新たな極度方式貸付けの停止に係る措置が
講じられている場合など。施行規則１０条の２５第３項）

b. 基準額超過極度方式基本契約に係る調査に関する記録を適正に作成してい
るか　貸金業法１３条の３第４項

c. 基準額超過極度方式基本契約に該当すると認められた場合、極度方式貸付
けを抑制するために必要な措置を講じているか　貸金業法１３条の４

※ 極度方式貸付けを抑制するために必要な措置（施行規則１０条の２９）

・ 当該極度方式基本契約が基準額超過極度方式基本契約に該当しないようにするため
必要な当該極度方式基本契約の極度額の減額

・ 当該極度方式基本契約に基づく新たな極度方式貸付けの停止

a. 基準額超過極度方式基本契約に係る調査をしなければならない場合におい
て、当該個人顧客に係る極度方式個人顧客合算額が１００万円を超えるとき
は、当該調査を行うに際し、年収証明書の提出又は提供を受けているか（既に

年収証明書の提出等を受けており、かつ、当該証明書が有効期限内である場合を除く）

※ 知った日から二月以内に提供等を受ける必要がある（施行規則１０条の２６第１項では一
月以内であるが、当分の間は二月以内。施行規則附則９条の２）

※ 年収証明書の有効期限は原則として３年（個人顧客の勤務先に変更がないことを確認し
た場合には、５年に延長）（施行規則１０条の２６第２項）

a. 加入指定信用情報機関の商号又は名称を公表しているか

注) 自社の店頭でのポスター掲示や自社のホームページへの掲載など常時閲覧可能な状
態で公表していることが求められる（監督指針Ⅱ－２－１４（１）②）

a. 資金需要者である個人の顧客を相手方とする貸付けに係る契約を締結したと
きは、遅滞なく、当該貸付けに係る契約に係る個人信用情報を加入指定信用
情報機関に提供しているか

※ 個人信用情報の提供時期については、監督指針Ⅱ－２－１４（２）①②において、以下の
点に留意することとしている

・ 取得した個人信用情報については、取得当日中に指定信用情報機関に提供することを
原則とする

・ （原則的）対応が困難な場合には、翌日の指定信用情報機関の情報提供開始時刻まで
に情報登録が行われるよう、各機関が信用情報提供契約等で定める締切り時刻までに
当日取得した情報を提供することとする

・ 指定信用情報機関に提供している個人信用情報に変更があった場合についても、同様
の態勢で情報提供を行うこととする

b. 提供をした個人信用情報に変更があつたときは、遅滞なく、その変更内容を加
入指定信用情報機関に提供しているか

17 ■ 信用情報の目的
外使用等の禁止
【貸金業法４１条の
３８、施行規則１０
条の３】

a. 返済能力等調査以外の目的のために加入指定信用情報機関に信用情報の
提供の依頼をし、又は加入指定信用情報機関から提供を受けた信用情報を
返済能力等調査以外の目的に使用し、若しくは第三者に提供していないか

信用情報の照会
履歴、信用情報
照会に係る同意
書

13 ■ 極度方式基本契
約を締結している
場合の途上与信
調査
【貸金業法１３条の
３、１３条の４】

信用情報照会記
録、交渉経過記
録

14 ■ 極度方式基本契
約を締結している
場合の年収証明
書の取得
【貸金業法１３条の
３第３項】

収入証明書

16 ■ 個人信用情報の
提供等
【貸金業法４１条の
３５】

個人信用情報の
提供履歴、貸付
契約書、貸付帳
簿

15 ■ 加入指定信用情
報機関の商号等
の公表
【貸金業法４１条の
３７】

掲示物、ホーム
ページ

　

検証に際しての主な着眼点
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 貸付けの条件について広告をするとき、又は貸付けの契約の締結について勧
誘をする場合において貸付けの条件を表示、若しくは説明するときは、法令で
定める事項を適正に表示し、又は説明しているか　貸金業法１５条１項

※ 貸金業法１５条１項に規定する「貸付けの条件について広告をする」とは、貸付けの条件
の具体的内容を１つでも表示した広告をすることをいう（監督指針Ⅱ－２－１５（２）①）

b. 貸付けの条件について広告をし、又は書面若しくはこれに代わる電磁的記録を
送付して勧誘（多数の者に対して同様の内容で行う勧誘に限る。施行規則１２条４項）

をするときは、貸金業者登録簿に登録された電話番号その他の連絡先等以外
のものを表示し、又は記録していないか　貸金業法１５条２項

※ 貸金業法１５条２項に規定する「広告」とは、個別の具体的内容に応じて判断する必要
があるが、ある事項を随時又は継続して広く宣伝するため、一般の人に知らせることをい
う（監督指針Ⅱ－２－１５（２）②）

※ 施行規則１２条４項に規定する「多数の者に対して同様の内容で行う勧誘」とは、個別の
具体的内容に応じて判断する必要があるが、特定の名あて人に対して、同様の内容のも
のを送付することをいう（監督指針Ⅱ－２－１５（２）③）

a. 貸金業の業務に関して広告又は勧誘をするときは、貸付けの利率その他の貸
付けの条件について、著しく事実に相違する表示若しくは説明をし、又は実際の
ものよりも著しく有利であると人を誤認させるような表示若しくは説明をしていな
いか　貸金業法１６条１項

b. 貸金業の業務に関して広告又は勧誘をするときには、貸金業法１６条２項各号
に掲げる表示又は説明をしていないか　貸金業法１６条２項

a. 本協会「広告審査に係る審査基準」に照らし、広告の表示内容は適正か

※ 貸金業法、貸金業法施行規則及び自主規制基本規則等に基づき行われる広告審査の
基準の詳細は、本協会「広告審査に係る審査基準」で定められている

b. 個人向け貸付けの契約に係る広告を「テレビＣＭ」「新聞及び雑誌広告」「電話
帳広告」に出稿するにあたり、協会が設ける審査機関から承認を得ているか
自主規制基本規則４３条

貸付条件の広告
【貸金業法１５条】

■1 広告（現物）

広告（現物）

3 ●

１３．広告に関する規制

検証に際しての主な着眼点

2 ■ 誇大広告の禁止
【貸金業法１６条】

広告の表示内容
等
【自主規制基本規
則４３条、広告審査
に係る審査基準】

広告（現物）、当
協会の広告考査
承認、広告出稿
実績一覧表
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 書面の様式は適正か

◆ 【表５】貸付けに係る契約 事前交付書面・契約締結時交付書面 記載事項

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

※ 法第16条の２の契約締結前の書面として、申込書一体型のパンフレットを契約締結前の
書面とすることを排除するものではないが、記載事項が法令の要件（貸付けの金額、貸
付けの利率、極度額等）を満たす必要があることに留意する（監督指針Ⅱ－２－１６（２）
①）

※ 契約締結前の書面交付後、契約締結前に法令で定められた記載事項の内容に変更が
生じた場合には、再度、当該契約の相手方となろうとする者に対し契約締結前の書面を
交付する必要がある（監督指針Ⅱ－２－１６（２）②）

a. 書面の様式は適正か

◆ 【表５】貸付けに係る契約 事前交付書面・契約締結時交付書面 記載事項

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

a. 書面の様式は適正か

◆ 【表６】極度方式基本契約 事前交付書面・契約締結時交付書面 記載事項

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

a. 書面の様式は適正か

◆ 【表６】極度方式基本契約 事前交付書面・契約締結時交付書面 記載事項

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

a. 書面の様式は適正か

◆ 【表７】保証契約 事前交付書面（概要説明・詳細説明）・契約締結時交付書面　記載事
項

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

※ 保証契約の概要を記載した書面と詳細を記載した書面を同時に交付する必要がある
（施行規則１２条の２第７項）

注) 「同時に交付する」の解釈に関し、貸金業法関係法令等に係るＦＡＱ（JFSAニュース平
成２９年４月号 通巻110号３ページ）を参照のこと

※ 協会員は自主規制基本規則２４条２項により、保証契約締結日の前日までの交付が義
務付けられている（事業者貸付については、同規則３４条に例外あり）

a. 書面の様式は適正か

◆ 【表７】保証契約 事前交付書面（概要説明・詳細説明）・契約締結時交付書面　記載事
項

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

a. 書面の様式は適正か

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

注) 本項目は、保証人に対する貸付けに係る契約の内容を明らかにする書面（貸金業法１７
条１項）の交付状況を検証するもの

a. 書面の様式は適正か

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

注) 本項目は、極度方式保証契約の保証人に対する極度方式基本契約の内容を明らかに
する書面（貸金業法１７条２項）の交付状況を検証するもの

1 ■ 貸付けに係る契
約　契約締結前
書面の交付
【貸金業法１６条の
２第１項】

貸付契約締結前
書面

7 ■ 保証人に対する１
７条１項書面の交
付
【貸金業法１７条第
４項】

書面交付の記録

8 ■ 保証人に対する１
７条２項書面の交
付
【貸金業法１７条第
５項】

書面交付の記録

　

4 ■ 極度方式基本契
約　契約締結時
書面の交付
【貸金業法１７条第
２項】

極度方式基本契
約締結時書面

5 ■ 保証契約　契約
締結前書面の交
付（概要説明・詳
細説明）
【貸金業法１６条の
２第３項】

保証契約概要説
明書、保証契約
詳細説明書

■ 極度方式基本契
約　契約締結前
書面の交付
【貸金業法１６条の
２第２項】

極度方式基本契
約締結前書面

6 ■ 保証契約　契約
締結時書面の交
付
【貸金業法１７条第
３項】

保証契約書

2 ■ 貸付けに係る契
約　契約締結時
書面の交付
【貸金業法１７条第
１項】

貸付契約締結時
書面（借用証書
等）

3

１４．書面の交付義務

検証に際しての主な着眼点
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 書面の様式は適正か

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

a. 債権の全部の弁済を受けた場合において当該債権の証書を有するときは、遅
滞なく弁済した者に返還しているか

注) 弁済者の都合等で遅滞なく返還できない場合、どのような措置を講じているか確認する
こと

a. マンスリーステートメントの交付について相手方の承諾を得ているか

b. 書面の様式は適正か

◆ 【表８】マンスリーステートメント（貸金業法１７条６項、１８条３項） 記載事項

注) マンスリーステートメントを利用している場合における簡素化書面（極度方式貸付け時及
び弁済受領時に交付するもの）の適切性も点検すること

c. 法令で定める事項を適正に記載しているか

d. 適正に交付しているか

a. 書面の様式は適正か

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

a. 書面の様式は適正か

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

※ 取引関係を見直すことにより、法第17 条第１項から第５項に規定する「重要なものとして
内閣府令で定めるもの」を変更した際は、法第17 条に規定する書面を契約の相手方お
よび保証人がいる場合には当該保証人に交付することが求められる（監督指針Ⅱ－２－
１６（１）①）

a. 書面の様式は適正か

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 適正に交付しているか

a. あらかじめ、資金需要者等に対し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を
示し、書面又は電磁的方法による承諾を得ているか

b. 承諾の内容について、当該承諾した者に書面その他の適切な方法により速や
かに通知しているか

c. 電磁的方法により適正に提供しているか

※ 電磁的方法による提供が可能な書面・・・貸付契約締結前書面・極度方式基本契約締
結前書面・保証契約締結前書面（１６条の２第４項）、生命保険契約等に係る同意前書
面（１６条の３第２項）、貸付契約締結時書面・極度方式基本契約締結時書面・保証契
約締結時書面（１７条７項）、受取証書（１８条４項）、マンスリーステートメント（１７条７項
及び１８条４項）

検証に際しての主な着眼点

10 ■ 債権証書の返還
【貸金業法２２条】

返還記録等

13 ■ 重要事項変更時
の書面の交付
【貸金業法１７条１
項～５項】

変更時書面

15 ■ 電磁的方法によ
る書面の提供
【貸金業法１６条の
２第４項、１６条の３
第２項、１７条７項、
１８条４項】

承諾の記録、承
諾の内容に関す
る通知、電磁的
方法による提供
の記録

14 ■ 特定公正証書に
係る説明書面の
交付
【貸金業法２０条３
項】

特定公正証書に
係る説明書面

11 ■ マンスリーステート
メントの交付
【貸金業法１７条６
項、１８条３項】

マンスリーステー
トメント、簡素化
書面

12 ■ 生命保険契約等
に係る同意前の
書面の交付
【貸金業法１６条の
３】

生命保険に係る
同意前の書面

9 ■ 受取証書の交付
【貸金業法１８条】

受取証書
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 債務者等に対する取立て・督促について、客観的な基準及び手順等を規定し
た社内規則等を定めているか

b. 内部管理部門において、取立て・督促の実態を把握し、検証を行うことができ
る態勢が整備されているか

a. 貸付けの契約に基づく債権の取立てをするに当たつて、人を威迫し、又は次に
掲げる言動その他の人の私生活若しくは業務の平穏を害するような言動をして
いないか

・ 正当な理由がないのに、社会通念に照らし不適当と認められる時間帯として内閣府令で
定める時間帯（午後九時から午前八時までの間。施行規則１９条１項）に、債務者等に
電話をかけ、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は債務者等の居宅を訪問する
こと

・ 債務者等が弁済し、又は連絡し、若しくは連絡を受ける時期を申し出た場合において、そ
の申出が社会通念に照らし相当であると認められないことその他の正当な理由がないの
に、前号に規定する内閣府令で定める時間帯以外の時間帯に、債務者等に電話をか
け、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は債務者等の居宅を訪問すること

・ 正当な理由がないのに、債務者等の勤務先その他の居宅以外の場所に電話をかけ、電
報を送達し、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は債務者等の勤務先その他の
居宅以外の場所を訪問すること

・ 債務者等の居宅又は勤務先その他の債務者等を訪問した場所において、債務者等から
当該場所から退去すべき旨の意思を示されたにもかかわらず、当該場所から退去しない
こと

・ はり紙、立看板その他何らの方法をもつてするを問わず、債務者の借入れに関する事実
その他債務者等の私生活に関する事実を債務者等以外の者に明らかにすること

・ 債務者等に対し、債務者等以外の者からの金銭の借入れその他これに類する方法によ
り貸付けの契約に基づく債務の弁済資金を調達することを要求すること

・ 債務者等以外の者に対し、債務者等に代わつて債務を弁済することを要求すること

・ 債務者等以外の者が債務者等の居所又は連絡先を知らせることその他の債権の取立
てに協力することを拒否している場合において、更に債権の取立てに協力することを要求
すること

・ 債務者等が、貸付けの契約に基づく債権に係る債務の処理を弁護士若しくは弁護士法
人若しくは司法書士若しくは司法書士法人（以下「弁護士等」という。）に委託し、又はそ
の処理のため必要な裁判所における民事事件に関する手続をとり、弁護士等又は裁判
所から書面によりその旨の通知があつた場合において、正当な理由がないのに、債務者
等に対し、電話をかけ、電報を送達し、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は訪
問する方法により、当該債務を弁済することを要求し、これに対し債務者等から直接要
求しないよう求められたにもかかわらず、更にこれらの方法で当該債務を弁済することを
要求すること

・ 債務者等に対し、前各号のいずれかに掲げる言動をすることを告げること

◆ 【表９】取立て行為の規制（貸金業法第２１条第１項）

※ 貸金業法２１条１項各号の規定は、「人の私生活若しくは業務の平穏を害するような言
動」の例示であり、個々の取立て行為が同項に該当するかどうかは、個別の事実関係に
即して判断する必要がある（監督指針Ⅱ－２－１９（２）①）

注) 「人を威迫し、又は次に掲げる言動その他の人の私生活若しくは業務の平穏を害するよう
な言動」に該当する行為であるかを判定する際には、監督指針Ⅱ－２－１９ （２）留意事
項、自主規制基本規則６９～７２条、及び【表９】を参照すること

注) 貸金業法２１条１項１号、２号、３号、９号の「正当な理由」に留意すること

a. 書面の様式は適正か

※ 法第２１条２項に規定する支払を催告するための書面又はこれに代わる電磁的記録に
ついては、次によるものとする（監督指針Ⅱ－２－１９ （２）⑦）

・ 法第２１条２項１号に規定する「住所」及び「電話番号」については、それぞれ、当該債権
を管理する部門又は営業所等に係るものを記載すること

・ 法第２１条２項２号に規定する「当該書面又は電磁的記録を送付する者の氏名」につい
ては、当該債権を管理する部門又は営業所等において、当該債権を管理する者の氏名
を記載すること

注) 担当者が独自の私製督促状を使用している場合は特に注意すること

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 債務者の借入れに関する事実が債務者等以外の者に明らかにならない方法
（書面に封をする方法、本人のみが使用していることが明らかな電子メールアドレスに電
子メールを送付する方法等）により送付しているか　施行規則１９条２項

2 ■ 取立行為規制
【貸金業法２１条１
項】

交渉経過記録、
顧客とのやり取り
（音声記録）、業
務日報

3 ■ 催告書面
【貸金業法２１条２
項】

催告書面

検証に際しての主な着眼点

1 □ 債権管理態勢
【監督指針Ⅱ－２－
１９（１）】

社内規則、債権
管理マニュアル

１５．取立行為規制
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 営業所又は事務所ごとに、その業務に関する帳簿を備え付けているか

※ 営業所等が現金自動設備であるときは、帳簿の備付けを行うことを要しない（規則１７条
２項）

b. 法令で定める事項を債務者ごとに適正に記録しているか

◆ 【表10】貸金業法第１９条の帳簿　記載事項

 (１) 貸付けに係る契約を締結したとき

 (２) 極度方式基本契約を締結したとき

 (３) 貸付けに係る契約について保証契約を締結したとき

 (４) 貸付けの契約に基づく債権の全部又は一部について弁済を受けたとき 等

c. 貸付けの契約ごとに、当該契約に定められた最終の返済期日、又は当該債権
の消滅した日から少なくとも１０年間保存しているか

a. 交渉経過記録（施行規則１６条１項７号）の様式は適正か

※ 施行規則１６条１項７号に規定する「交渉の経過の記録」とは、債権の回収に関する記
録、貸付けの契約（保証契約を含む。）の条件の変更（当該条件の変更に至らなかった
ものを除く。）に関する記録等、貸付けの契約の締結以降における貸付けの契約に基づく
債権に関する交渉の経過の記録であり、当該記載事項は以下の事項とする（監督指針
Ⅱ－２－１７（１）③（注））

・交渉の相手方（債務者、保証人等の別）

・交渉日時、場所及び手法（電話、訪問、電子メール及び書面発送等の別)

・交渉担当者（同席者等を含む）

・交渉内容（催告書等の書面の内容を含む）

・施行規則第１０条の２５第３項第３号に規定する極度方式基本契約に基づく新たな極
度方式貸付けの停止に係る措置を講じている場合、当該措置を講じた旨、年月日及び
その理由

b. 交渉の経過を債務者ごとに適正に記録・保存しているか

3 ■ 取引履歴の開示
【貸金業法１９条の
２】

a. 債務者等又は債務者等であった者等から帳簿（利害関係がある部分に限る）の閲
覧又は謄写を請求された場合において、当該請求を拒んでいないか（当該請求
が、当該請求を行った者の権利の行使に関する調査を目的とするものでないことが明ら
かであるときを除く）

開示請求書、取
引履歴開示記録

a. 営業所又は事務所ごとに、公衆の見やすい場所に掲示しているか

b. 法令で定める事項を適正に掲示しているか

a. 営業所又は事務所ごとに、顧客の見やすい場所に掲示しているか

※ 営業所等が現金自動設備であって、包括契約に基づく金銭の交付又は回収のみを行う
ものであるときは掲示することを要しない（施行規則１１条５項）

b. 法令で定める事項を適正に掲示しているか

※ 貸付条件等の掲示は、当該営業所等で行う貸付けの種類ごとに、見やすい方法で行わ
なければならない（施行規則１１条５項）

a. 貸金業の業務に従事する使用人その他の従業者は、従業者証明書を携帯し
ているか

※ 貸金業法１２条の４第１項 に規定する貸金業の業務には、勧誘を伴わない広告のみを
行う業務及び営業所等において資金需要者等と対面することなく行う業務を含まない
（施行規則１０条の９第２項）

b. 写真を貼り付け、法令で定める事項を適正に記載しているか

a. 営業所又は事務所ごとに、従業者名簿を備え付けているか

※ 従業者が従業者名簿の記載対象となるか否かについては、個別具体的な事実関係に
即して判断することになるが、勧誘や契約の締結を含む営業、審査、債権の管理・回収
及びこれらに付随する事務に従事する者であれば雇用関係・雇用形態を問わず、該当
すると考えられる一方、人事、総務、経理、システム管理等その業務遂行の影響が、通
常、資金需要者等に及ばない業務に従事する者は、原則として該当しないと考えられる
（監督指針Ⅱ－２－９（２）②）

b. 法令で定める事項を適正に記載しているか

c. 従業者名簿を、最終の記載をした日から１０年間保存しているか

6 ■ 従業者証明書の
携帯
【貸金業法１２条の
４】

従業者証明書

7 ■ 従業者名簿の備
付け
【貸金業法１２条の
４】

従業者名簿

4 ■ 標識の掲示
【貸金業法２３条】

標識（貸金業者
登録票）

5 ■ 貸付条件等の掲
示
【貸金業法１４条】

貸付条件表

2 ■ 交渉経過記録
【貸金業法１９条、
施行規則１６条１項
７号】

交渉経過記録

１６．帳簿の備付け等 （証明書の携帯等を含む）

検証に際しての主な着眼点

1 ■ 帳簿の備付け
【貸金業法１９条】

貸付帳簿
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

1 □ 債権譲渡先等の
選定基準
【監督指針Ⅱ-２-２
０（１）①】

a. 債権譲渡を行うに当たって、債権譲渡先の選定基準及び選定方法、譲渡対
象債権の選定基準、債権譲渡に関する手続きや債権譲渡の際の顧客情報の
取扱いについて規定した社内規則等を定めているか

社内規則、債権
譲渡先等選定基
準、業務マニュ
アル

a. 債権譲渡先及び譲渡対象債権の選定に当たって、弁護士法や貸金業法２４
条３項（暴力団員等への譲渡の禁止）等の規定に抵触しないか確認を行っている
か

※ 協会員が貸金債権を他人に譲渡するにあたっては、次の事項に留意しなければならない
（自主規制基本規則７８条）

・ 譲受人が貸金業者や債権回収会社など金銭債権の管理及び回収業務につき専門的な
知識及び経験を有する者となるよう留意すること

・ 通常の状態では回収できない、いわゆる不良化した「事件性」のある債権について、他人
から委託又は譲渡を受けて、管理又は回収を業として行う場合には、弁護士法や債権
管理回収業に関する特別措置法に抵触するおそれがあること

・ 利息制限法の制限額内に引き直し後の残債権額が０円以下のものが含まれないよう留
意すること

3 ■ 債権譲受人に対
する通知
【貸金業法２４条１
項】

a. 貸付けに係る契約に基づく債権を他人に譲渡するに当たつては、その者に対
し、当該債権が貸金業者の貸付けに係る契約に基づいて発生したことその他
内閣府令で定める事項、並びにその者が当該債権に係る貸付けの契約に基づ
く債権に関してする行為について、貸金業法の行為規制の適用がある旨を通
知しているか

債権譲渡契約
書、法２４条１項
に係る通知書

a. 貸金業者の貸付けに係る契約に基づく債権を譲り受けた場合、貸金業法２４条
２項において準用される行為規制を遵守しているか

※ 準用される貸金業法の規定

・ １２条の７（生命保険契約等の締結に係る制限）

・ １６条の２第３項・第４項（契約締結前の書面の交付）

・ １６条の３（生命保険契約等に係る同意前の書面の交付）

・ １７条（契約締結時の書面の交付）　※第６項を除く

・ １８条（受取証書の交付）

・ １９条（帳簿の備付け）

・ １９条の２（帳簿の閲覧）

・ ２０条（特定公正証書に係る制限）

・ ２０条の２（公的給付に係る預金通帳等の保管等の制限）

・ ２１条（取立て行為の規制）

・ ２２条（債権証書の返還）

・ ２４条の６の１０（報告徴収及び立入検査）

・ ２４条１項（債権譲渡等の規制）

注) 本項目は、貸金業者の貸付けに係る契約に基づく債権を譲り受けた協会員が対象

a. 貸金業者が、貸付債権について委託又は譲渡を受けて、管理又は回収を業と
して行う場合には、弁護士法等の規定に抵触しないか確認を行っているか

注) 本項目は、貸付債権の委託又は譲渡を受けた協会員が管理・回収を業として行ってい
る場合に検証する

5 □ 管理・回収を業と
して行う場合
【監督指針Ⅱ－２－
２０（１）③】

債権譲渡契約
書、譲受債権の
明細

１７.債権譲渡等

検証に際しての主な着眼点

2 □ 債権譲渡先及び
譲渡対象債権の
選定
【監督指針Ⅱ-２-２
０（１）②】

債権譲渡先等選
定基準、債権譲
渡契約書

4 ■ 債権譲受人への
行為規制の準用
【貸金業法２４条２
項】

債権譲渡契約
書、各種交付書
面、貸付帳簿
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 以下に掲げる場合においては、新たな有人店舗又は無人店舗の設置を行わな
いものとしているか

・ 商業地域及び近隣商業地域において有人店舗又は無人店舗を設置する場合であっ
て、同一又は隣接した建物にいわゆる競馬、競輪、競艇等に関する施設、パチンコ店(ス
ロット店含む。)又は性風俗関連施設などの遊技施設等が設けられているとき(大規模小
売店舗内に設置する場合を除く。)

・ 郊外において無人店舗を設置する場合であって、近隣に遊技施設等が設 けられている
とき

・ 全ての地域又は場所において有人店舗又は無人店舗を設置する場合であって、同一又
は隣接した建物において、大学に係る施設が設けられているとき(大規模小売店舗内に
設置する場合を除く。)

b. 以下に掲げる場合(営業所の移転、合併、会社分割又は事業譲受等その他特段の理

由がある場合を除く。)においては、原則として、新たな有人店舗又は無人店舗の
設置を行わないものとしているか

・ 商業地域又は近隣商業地域において、同一の建物においてすでに2以上の貸金業者に
より有人店舗又は無人店舗が設置されているとき(なお、大規模小売店舗においては、
当該建物の各階ごとに別の建物として取り扱うこととする。)

・ 郊外において、同一の建物においてすでに2以上の貸金業者により無人店舗が設置され
ているとき(なお、大規模小売店舗においては、当該建物の各階ごとに別の建物として取
り扱うこととする。)

2 ● 設置状況の説明
態勢
【自主規制基本規
則９条】

a. 有人店舗又は無人店舗の設置状況について、協会から説明を求められた場
合において、本節の規定に則ったものであることを説明することができるように、
有人店舗又は無人店舗の設置時の写真を撮影してこれを保存するなどの適
切な措置を講じているか

店舗写真、地図

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

1 □ 過払利息返還請
求等に対する対
応態勢
【監督指針Ⅱ－２－
７－１（１）②】

a. 利息制限法に定める制限利率を超える利息・賠償額の支払が約定された債権
について、債務者等又は債務者等であった者から、当該制限利率に基づく引き
直し計算による債権の減額又は制限利率を超える利息・賠償額の返還を求め
られた場合に、当該相手方の法律的知識に十分配慮した上で、可能な限り誠
実な対応に努める態勢が整備されているか

取引履歴開示規
程、交渉経過記
録

※点検した主な物件の数および範囲等

検証に際しての主な着眼点

１９．過払金支払

貸 付 審 査 関 係 書 類

交 付 書 面 （ 顧 客 ）

交 付 書 面 （ 保 証 人 ）

受 取 証 書

交 渉 経 過 記 録

　　　件　　　点検範囲 ： 　　　　　年　　　月　 ～ 　　　　　　年　　　月

　　　件　　　点検範囲 ： 　　　　　年　　　月　 ～ 　　　　　　年　　　月

　　　件　　　点検範囲 ： 　　　　　年　　　月　 ～ 　　　　　　年　　　月

　　　件　　　点検範囲 ： 　　　　　年　　　月　 ～ 　　　　　　年　　　月

　　　件　　　点検範囲 ： 　　　　　年　　　月　 ～ 　　　　　　年　　　月

１８．営業店登録

検証に際しての主な着眼点

１ ● 営業店の設置規
制
【自主規制基本規
則８条】

変更届出書、店
舗写真、店舗周
辺地図
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 全社的なシステムリスク管理の基本方針が策定されているか

※ システムリスク・・・コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備若しくは
コンピュータが不正に使用されることにより、資金需要者等又は貸金業者が損失を被るリ
スクをいう（監督指針Ⅱ－２－４）

※ 貸金業務をコンピュータシステムを用いて大量に処理する貸金業者としては以下のよう
なものが想定される（監督指針Ⅱ－２－４）

・ 自社において自動契約受付機又は現金自動設備を設置している貸金業者

・ 受払等業務委託先と自動契約受付機又は現金自動設備の利用提携をしている貸金業
者

※ 各着眼点に記述されている字義どおりの対応がなされていない場合にあっても、当該貸
金業者の規模、貸金業務の処理におけるコンピュータシステムの占める役割などの特性
からみて、資金需要者等の保護の観点から、特段の問題がないと認められれば、不適切
とするものではない（監督指針Ⅱ－２－４）

b. システムを統括管理する役員を定めているか

c. システムリスク管理の基本方針に、セキュリティポリシー（組織の情報資産を適
切に保護するための基本方針）及び外部委託先に関する方針が含まれている
か

d. システムリスク管理部門は、リスクが顕在化した場合、資金需要者等や自社の
貸金業務に影響を与える可能性があるほか、指定信用情報機関を通じて他の
貸金業者の貸金業務にも影響を与える可能性があることを踏まえ、定期的に
又は適時にリスクを認識・評価しているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第2条・3条

a. 情報の機密性、完全性、可用性を維持するために、情報セキュリティに係る管
理者を定めているか

b. コンピュータシステムの不正使用防止対策、不正アクセス防止対策、コンピュー
タウィルス等の不正プログラムの侵入防止対策等を実施しているか

c. 資金需要者等の重要情報について、不正アクセス、不正情報取得、情報漏え
い等を牽制、防止する仕組みを導入しているか

d. 機密情報について、暗号化やマスキング等の管理ルールを定めているか

※ 「機密情報」とは、暗証番号、パスワード、クレジットカード情報等、資金需要者等に損失
が発生する可能性のある情報をいう（監督指針Ⅱ－２－４（１）④）

e. 機密情報の保有・廃棄、アクセス制限、外部持ち出し等について、業務上の必
要性を十分に検討し、より厳格な取扱いをしているか

f. 情報資産について、管理ルール等に基づいて適切に管理されていることを定
期的にモニタリングし、管理態勢を継続的に見直しているか

g. セキュリティ意識の向上を図るため、全役職員に対するセキュリティ教育（外部

委託先におけるセキュリティ教育を含む。）を行っているか

h. 定期的に、データのバックアップを取るなど、データが毀損した場合に備えた措
置を取っているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第5条

a. サイバーセキュリティについて、組織体制の整備、社内規程の策定のほか、必
要な管理態勢の整備を図っているか

※ サイバーセキュリティ事案・・・情報通信ネットワークや情報システム等の悪用により、サイ
バー空間を経由して行われる不正侵入、情報の窃取、改ざんや破壊、情報システムの
作動停止や誤作動、不正プログラムの実行やＤＤｏＳ攻撃等の、いわゆる「サイバー攻
撃」により、サイバーセキュリティが脅かされる事案をいう（監督指針Ⅱ－２－４）

b. サイバー攻撃に備え、入口対策、内部対策、出口対策といった多段階のサイ
バーセキュリティ対策を組み合わせた多層防御を講じているか

c. サイバー攻撃を受けた場合に被害の拡大を防止するために必要な措置を講じ
ているか

d. システムの脆弱性について、ＯＳの最新化やセキュリティパッチの適用など必要
な対策を適時に講じているか

e. インターネット等の通信手段を利用した非対面の取引を行う場合には、取引の
リスクに見合った適切な認証方式を導入しているか

f. インターネット等の通信手段を利用した非対面の取引を行う場合には、業務に
応じた不正防止策を講じているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第6条

２０．システムリスク管理態勢

検証に際しての主な着眼点

1 □ システムリスクに
対する認識、管
理態勢等
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）①②③】

社内規則、シス
テムリスク管理の
基本方針、組織
図

3 □ サイバーセキュリ
ティ管理
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）⑤】

ネットワークセ
キュリティ規程、
セキュリティパッ
チの適用記録

2 □ 情報セキュリティ
管理
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）④】

情報システム管
理規程、ウィルス
対策規程、個人
情報保護規程、
セキュリティ教育
の記録（外部委
託含む）
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. システム部門から独立した内部監査部門において、システムに精通した監査要
員による定期的なシステム監査が行われているか

※ 外部監査人によるシステム監査を導入する方が監査の実効性があると考えられる場合
には、内部監査に代え外部監査を利用して差し支えない

b. 監査の対象はシステムリスクに関する業務全体をカバーしているか

c. システム監査の結果は、適切に経営陣に報告されているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第8条

a. 外部委託先（システム子会社を含む。）の選定に当たり、選定基準に基づき評価、
検討のうえ、選定しているか

b. 外部委託契約において、外部委託先との役割分担・責任、監査権限、再委託
手続、提供されるサービス水準等を定めているか。また、外部委託先の役職員
が遵守すべきルールやセキュリティ要件を外部委託先へ提示し、契約書等に
明記しているか。

c. システムに係る外部委託業務（二段階以上の委託を含む。）について、リスク管理
が適切に行われているか

d. システム関連事務を外部委託する場合についても、システムに係る外部委託
に準じて、適切なリスク管理を行っているか

e. 外部委託した業務（二段階以上の委託を含む。）について、委託元として委託業
務が適切に行われていることを定期的にモニタリングしているか

f. 重要な外部委託先に対して、内部監査部門又はシステム監査人等による監査
を実施しているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第9条

a. コンティンジェンシープランが策定され、緊急時体制が構築されているか

b. コンティンジェンシープランは、自社の貸金業務の実態やシステム環境等に応
じて常時見直され、実効性が維持される態勢となっているか

c. コンティンジェンシープランに基づく訓練を定期的に実施しているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第10条

a. システム障害等の発生に備え、外部委託先を含めた報告態勢、指揮・命令系
統が明確になっているか

b. システム障害等が発生した場合、必要に応じ、コールセンターや相談窓口を設
置するなどの措置を迅速に行っているか

c. システム障害等の発生原因の究明、復旧までの影響調査、改善措置、再発防
止策等を的確に講じているか

d. システム障害等が発生した場合に、書面交付義務違反や指定信用情報機関
への個人信用情報提供義務違反等の法令違反が発生していないかを検証し
ているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第11条

a. コンピュータシステムの障害やサイバーセキュリティ事案の発生を認識次第、直
ちに、その事実について「障害発生等報告書」（別紙様式１）によって管轄行政
庁に報告しているか

※ 報告すべきシステム障害等・・・その原因の如何を問わず、貸金業者又は貸金業者から
業務の委託を受けた者等が現に使用しているシステム・機器（ハードウェア、ソフトウェア
共）に発生した障害（受払等業務委託先が設置した自動契約受付機又は現金自動設
備に係るシステムにおいて発生した障害を除く。）であって、借入れ・返済、契約の締結、
書面の交付その他資金需要者等の利便等に影響があるもの又はそのおそれがあるも
の。ただし、一部のシステム・機器にこれらの影響が生じても他のシステム・機器が速やか
に代替することで実質的にはこれらの影響が生じない場合を除く（監督指針Ⅱ－２－４
（２）②（注）

※ 障害が発生していない場合であっても、サイバー攻撃の予告がなされ、又はサイバー攻
撃が検知される等により、資金需要者等や業務に影響を及ぼす、又は及ぼす可能性が
高いと認められる時は、報告を要する（監督指針Ⅱ－２－４（２）②（注）

b. 復旧時、原因解明時には改めて、その旨を「障害発生等報告書」（別紙様式１）

によって管轄行政庁に報告しているか

※ 復旧原因の解明がされていない場合でも１か月以内に現状について報告が必
要（監督指針Ⅱ－２－４（２）②）

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第14条

a. ローンカードの偽造等の犯罪行為に対する対策等について、貸金業者が取り組
むべき経営課題の一つとして位置付け、セキュリティ・レベルの向上に努めてい
るか

b. 現金自動設備に係るシステムに関し、外部委託がなされている場合、外部委
託に係るリスクを検討し、必要なセキュリティ対策が講じられているか

・ 個別ガイドライン【19.システムリスク管理態勢】・第12条

検証に際しての主な着眼点

障害発生等報告
書、障害発生状
況のヒアリング

9 □ 現金自動設備に
係るシステムのセ
キュリティ対策
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）⑪】

リスクマネジメント
実施報告（外部
委託含む）

6 □ コンティンジェン
シープラン
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）⑨】

コンティンジェン
シープラン（緊急
時対応計画）

7 □ 障害発生時等の
対応
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）⑩】

システム障害対
応規程、システ
ム障害対応記録

5 □ 外部委託管理
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）⑧】

外部委託管理規
程、外部委託契
約書、外部委託
に関する記録

4 □ システム監査
【監督指針Ⅱ－２－
４（１）⑦】

システム監査規
程、システム監
査の実施記録

8 □ 障害発生等報告
書
【監督指針Ⅱ－２－
４（２）②】
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実地監査マニュアル　検証チェックリスト（主な着眼点）

No.
区
分

検証項目
【関連法令等】

検証物件等
検証
結果

a. 非営利特例対象法人である協会員は、非営利特例対象法人に対する特例を
踏まえた社内規則等を策定し、社内態勢を整備しているか

※ 施行規則第５条の６第２項に定める非営利特例対象法人が貸金業の登録を受ける場合
には、施行令第３条の２で規定する最低純資産額及び施行規則第５条の７第１項第２号
及び第３号で規定する登録拒否の審査基準について、一定の特例措置が認められてい
る（監督指針Ⅱ－２－２１）

a. 非営利特例対象法人である協会員が特定貸付契約を締結する場合、当該貸
付けの契約が特定貸付契約に該当することを確認しているか

※ 特定貸付契約・・・特定非営利活動貸付け又は生活困窮者支援貸付けに係る契約をい
う（施行規則１条の２の４第３項）

a. 特定非営利金融法人のうち特定非営利活動貸付けを行う者が特例措置（指定

信用情報機関の信用情報の使用・提供義務の免除及び総量規制の適用除外）を受け
る場合には、次の要件を満たしているか

・ 特定非営利活動として行われる貸付けであること

・ 当該貸付けに係る契約を締結するまでに、当該貸付けに係る契約の相手方となろうとす
る者に係る返済能力に関する事項の調査として、当該者が貸金業者に対して負担する
債務の総額その他当該者（事業を営む者に限る。）の財務の状況を把握すること

・ 当該貸付けに係る契約に係る保証契約を締結する場合にあっては、当該保証契約を締
結するまでに、当該保証契約の保証人となろうとする者に係る返済能力に関する事項の
調査として、当該者が貸金業者に対して負担する債務の総額を把握すること

・ 返済期間を通じて、当該貸付けに係る契約の相手方及び保証人に係る返済能力に関
する事項の調査として、当該相手方及び保証人が貸金業者に対して負担する債務の総
額その他当該相手方（事業を営む者に限る。）の財務の状況を定期的に把握し、必要に
応じてこれらの者に対する助言又は指導を行うこと

・ 当該貸付けに関し、貸金業者が年７．５パーセントを超える割合による利息の契約を締結
し、又は当該割合による利息を受領し、若しくはその支払を要求しないこと

・ 当該貸付けが特定非営利活動として行われている事実が確認できる書面又は当該書
面に記載された情報の内容を記録した電磁的記録を、当該貸付けに係る契約に定めら
れた最終の返済期日（当該貸付けに係る契約に基づく債権が弁済その他の事由により
消滅したときにあっては、当該債権の消滅した日）までの間保存すること

※ 施行規則第１条の２の４第２項に規定する特定非営利金融法人が行う同条第３項に規
定する特定貸付契約については、法第13 条第２項で規定する返済能力調査にあたっ
ての指定信用情報機関が保有する信用情報の使用義務等について、一定の特例措置
が認められている（監督指針Ⅱ－２－２１）

a. 特定非営利金融法人のうち生活困窮者支援貸付けを行う者が特例措置（指定

信用情報機関の信用情報の使用・提供義務の免除及び総量規制の適用除外）を受け
る場合には、次の要件を満たしているか

・ 生活困窮者（収入をもって最低限度の生活を維持するために必要な費用及び債務の弁
済の費用を賄うことができない個人であって、これらの費用に充てるべき資産を有しない
者に限る）を支援するための貸付けであること

・ 当該貸付けに係る契約を締結するまでに、当該貸付けに係る契約の相手方となろうとす
る者が既に負担している債務を可能な限り整理し、かつ、当該貸付けに係る契約の相手
方となろうとする者の経済生活の再生が行われるよう解決すべき課題の把握（＝アセス
メント）を、借入れ及び返済に関する相談について専門的な知識及び経験を有する者に
より行い、アセスメントの結果に基づき生活再建のための計画を策定するための措置を講
じていること

・ 当該貸付けに係る契約に係る保証契約を締結する場合にあっては、当該保証契約を締
結するまでに、当該保証契約の保証人となろうとする者に係る返済能力に関する事項の
調査として、当該者が貸金業者に対して負担する債務の総額を把握すること

・ 返済期間を通じて、第一号の生活再建のための計画の進捗状況並びに当該貸付けに
係る契約の相手方及び保証人が負担する債務の総額を定期的に把握し、必要に応じて
これらの者に対する助言又は指導を行うこと

・ 当該貸付けに関し、貸金業者が年７．５パーセントを超える割合による利息の契約を締結
し、又は当該割合による利息を受領し、若しくはその支払を要求しないこと

・ 当該貸付けが生活困窮者を支援するために行われている事実が確認できる書面又は当
該書面に記載された情報の内容を記録した電磁的記録並びに第一号のアセスメント及
び生活再建のための計画の内容を記載した書面又は当該書面に記載された情報の内
容を記録した電磁的記録を、当該貸付けに係る契約に定められた最終の返済期日（当
該貸付けに係る契約に基づく債権が弁済その他の事由により消滅したときにあっては、当
該債権の消滅した日）までの間保存すること

1 ● 社内態勢整備
【自主規制基本規
則１１条】

社内規則、定款
又は寄付行為

4 ■ 特定非営利金融
法人のうち生活
困窮者支援貸付
けを行う者に対す
る特例措置の適
用
【施行規則１条の２
の４、１０条の１６の
２、１０条の２１の２、
３０条の１２の２】

借入申込書、返
済能力調査記
録、借用証書、
当該貸付けが生
活困窮者を支援
する貸付けであ
ることが確認でき
る記録

　

2 ● 特定貸付契約
【自主規制基本規
則３９条の４】

特定貸付契約で
あることを確認し
た記録

　特定非営利金融
法人のうち特定
非営利活動貸付
けを行う者に対す
る特例措置の適
用
【施行規則１条の２
の４、１０条の１６の
２、１０条の２１の２、
３０条の１２の２】

3 ■ 借入申込書、返
済能力調査記
録、借用証書、
当該貸付けが特
定非営利活動と
して行われてい
ることが確認でき
る記録

２１．非営利特例対象法人

検証に際しての主な着眼点
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実地監査マニュアル　検 証 基 準 《表》　

金融分野における個人情報保護に関するガイドライン（安全管理措置等関係）　

４．顧客等に関する情報管理態勢、５. 外部委託

顧客等の本人特定事項の確認方法（通常の特定取引の場合）及び本人確認書類

６．取引時確認、疑わしい取引の届出

確認記録の記録事項（犯罪収益移転防止法施行規則第２０条第１項）

６．取引時確認、疑わしい取引の届出

総量規制の除外貸付け、例外貸付けの契約類型及び保存を要する書面等

12．過剰貸付けの防止

貸付けに係る契約　事前交付書面・契約締結時交付書面　記載事項

14. 書面の交付義務

極度方式基本契約　事前交付書面・契約締結時交付書面　記載事項

14. 書面の交付義務

保証契約　事前交付書面（概要説明・詳細説明）・契約締結時交付書面　記載事項

14. 書面の交付義務

マンスリーステートメント（貸金業法第１７条第６項、第１８条第３項）　記載事項

14. 書面の交付義務

取立て行為の規制（貸金業法第２１条第１項）

15. 取立行為規制

貸金業法第１９条の帳簿　記載事項

16．帳簿の備付け等

〈関連〉

【表10】

〈関連〉

〈関連〉

【表７】

〈関連〉

【表８】

〈関連〉

【表９】

【表６】

（２）検証基準　《 表 》

【表１】

〈関連〉

【表２】

〈関連〉

【表３】

〈関連〉

【表４】

〈関連〉

【表５】

〈関連〉
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金融分野における個人情報保護に関するガイドライン

【第８条第１項 《抄》】　金融分野における個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい等の防止その他
の個人データの安全管理のため、安全管理に係る基本方針・取扱規程等の整備及び安全管理措置に係る実施体制
の整備等の必要かつ適切な措置を講じなければならない。必要かつ適切な措置は、個人データの取得・利用・保管
等の各段階に応じた「組織的安全管理措置」、「人的安全管理措置」、「物理的安全管理措置」、「技術的安全管理措
置」及び「外的環境の把握」を含むものでなければならない。

【第８条第２項】　この条における「組織的安全管理措置」とは、個人データの安全管理措置について従業者（法第24
条参照）の責任と権限を明確に定め、安全管理に関する規程等を整備・運用し、その実施状況の点検・監査を行うこ
と等の、個人情報取扱事業者の体制整備及び実施措置をいう。

【第８条第７項】　金融分野における個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理に係る基本方針・取扱規程等の
整備として、次に掲げる「組織的安全管理措置」を講じなければならない。

（組織的安全管理措置）

(1) 規程等の整備

① 個人データの安全管理に係る基本方針の整備

② 個人データの安全管理に係る取扱規程の整備

③ 個人データの取扱状況の点検及び監査に係る規程の整備

④ 外部委託に係る規程の整備

(2)  各管理段階における安全管理に係る取扱規程

① 取得・入力段階における取扱規程

② 利用・加工段階における取扱規程

③ 保管・保存段階における取扱規程

④ 移送・送信段階における取扱規程

⑤ 消去・廃棄段階における取扱規程

⑥ 漏えい等事案（漏えい等又はそのおそれのある事案をいう。以下同じ。）への対応の段階における取扱規程

【第８条第８項】　金融分野における個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理に係る実施体制の整備として、
次に掲げる「組織的安全管理措置」、「人的安全管理措置」、「物理的安全管理措置」及び「技術的安全管理措置」を
講じなければならない。

（組織的安全管理措置）

① 個人データの管理責任者等の設置

② 就業規則等における安全管理措置の整備

③ 個人データの安全管理に係る取扱規程に従った運用

④ 個人データの取扱状況を確認できる手段の整備

⑤ 個人データの取扱状況の点検及び監査体制の整備と実施

⑥ 漏えい事案等に対応する体制の整備

【第８条第３項】　この条における「人的安全管理措置」とは、従業者との個人データの非開示契約等の締結及び従業
者に対する教育・訓練等を実施し、個人データの安全管理が図られるよう従業者を監督することをいう。

【第８条第８項】　金融分野における個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理に係る実施体制の整備として、
次に掲げる「組織的安全管理措置」、「人的安全管理措置」、「物理的安全管理措置」及び「技術的安全管理措置」を
講じなければならない。

（人的安全管理措置）

① 従業者との個人データの非開示契約等の締結

② 従業者の役割・責任等の明確化

③ 従業者への安全管理措置の周知徹底、教育及び訓練

④ 従業者による個人データ管理手続きの遵守状況の確認

【第８条第４項】　この条における「物理的安全管理措置」とは、個人データを取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体
等の盗難の防止、電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等の防止並びに機器及び電子媒体等の廃棄等の個人デー
タの安全管理に関する物理的な措置をいう。

【第８条第８項】　金融分野における個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理に係る実施体制の整備として、
次に掲げる「組織的安全管理措置」、「人的安全管理措置」、「物理的安全管理措置」及び「技術的安全管理措置」を
講じなければならない。

（物理的安全管理措置）

① 個人データの取扱区域等の管理

② 機器及び電子媒体等の盗難等の防止

③ 電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等の防止

④ 個人データの削除及び機器、電子媒体等の廃棄

【表１】　金融分野における個人情報保護に関するガイドライン（安全管理措置等関係）

措置等

安全管理措置

※個人情報保護法
第２３条関係

組織的
安全管理措置

人的
安全管理措置

物理的
安全管理措置
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【第８条第５項】　この条における「技術的安全管理措置」とは、個人データ及びそれを取り扱う情報システムへのアク
セス制御及び情報システムの監視等の、個人データの安全管理に関する技術的な措置をいう。

【第８条第８項】　金融分野における個人情報取扱事業者は、個人データの安全管理に係る実施体制の整備として、
次に掲げる「組織的安全管理措置」、「人的安全管理措置」及び「技術的安全管理措置」を講じなければならない。

（技術的安全管理措置）

① 個人データの利用者の識別及び認証

② 個人データの管理区分の設定及びアクセス制御

③ 個人データへのアクセス権限の管理

④ 個人データの漏えい等防止策

⑤ 個人データへのアクセスの記録及び分析

⑥ 個人データを取り扱う情報システムの稼働状況の記録及び分析

⑦ 個人データを取り扱う情報システムの監視及び監査

外的環境の把握

【第８条第６項】　この条における「外的環境の把握」とは、外国において個人データを取り扱う場合に、当該外国の個
人情報の保護に関する制度等を把握することをいう。金融分野における個人情報取扱事業者は、外国において個人
データを取り扱う場合には、外的環境を把握した上で、個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ
なければならない。

【第９条第１項 《抄》】　金融分野における個人情報取扱事業者は、法第 2４ 条に従い、個人データの安全管理が図
られるよう、適切な内部管理体制を構築し、その従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。

【第９条第２項】　この条における「従業者」とは、個人情報取扱事業者の組織内にあって直接又は間接に事業者の指
揮監督を受けて事業者の業務に従事している者をいい、雇用関係にある従業者（正社員、契約社員、嘱託社員、
パート社員、アルバイト社員等）のみならず、事業者との間の雇用関係にない者（取締役、執行役、理事、監査役、監
事、派遣社員等）も含まれる。

【第９条第３項】　金融分野における個人情報取扱事業者は、次に掲げる体制整備等により、従業者に対し必要かつ
適切な監督を行わなければならない。

① 従業者が、在職中及びその職を退いた後において、その業務に関して知り得た個人データを第三者に知らせ、
又は利用目的外に使用しないことを内容とする契約等を採用時等に締結すること。

② 個人データの適正な取扱いのための取扱規程の策定を通じた従業者の役割・責任の明確化及び従業者への
安全管理義務の周知徹底、教育及び訓練を行うこと。

③ 従業者による個人データの持出し等を防ぐため、社内での安全管理措置に定めた事項の遵守状況等の確認
及び従業者における個人データの保護に対する点検及び監査制度を整備すること。

【第１０条第１項 《抄》】　金融分野における個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託す
る場合は、その取扱いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、法第25 条に従い、委託を受けた者に対
する必要かつ適切な監督を行わなければならない。

【第１０条第２項】　「委託」には、契約の形態や種類を問わず、金融分野における個人情報取扱事業者が他の者に個
人データの取扱いの全部又は一部を行わせることを内容とする契約の一切を含む。

【第１０条第３項】　金融分野における個人情報取扱事業者は、個人データを適正に取り扱っていると認められる者を
選定し委託するとともに、取扱いを委託した個人データの安全管理措置が図られるよう、個人データの安全管理のた
めの措置を委託先においても確保しなければならない。なお、二段階以上の委託が行われた場合には、委託先の事
業者が再委託先等の事業者に対して十分な監督を行っているかについても監督を行わなければならない。具体的に
は、金融分野における個人情報取扱事業者は、例えば、以下を実施すること。

① 個人データの安全管理のため、委託先における組織体制の整備及び安全管理に係る基本方針・取扱規程の
策定等の内容を委託先選定の基準に定め、当該基準を定期的に見直さなければならない。

なお、委託先の選定に当たっては、必要に応じて個人データを取り扱う場所に赴く方法（テレビ会議システム等（映
像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識できる方法をいう。）を利用する方法を含む。以下同じ。）又はこ
れに代わる合理的な方法による確認を行った上で、個人データ管理責任者等が適切に評価することが望ましい。

② 委託者の監督・監査・報告徴収に関する権限、委託先における個人データの漏えい・盗用・改ざん及び目的外
利用の禁止、再委託に関する条件並びに漏えい等事案が発生した場合の委託先の責任を内容とする安全管理措
置を委託契約に盛り込むとともに、定期的に監査を行う等により、定期的又は随時に当該委託契約に定める安全
管理措置等の遵守状況を確認し、当該安全管理措置を見直さなければならない。

なお、委託契約に定める安全管理措置等の遵守状況については、個人データ管理責任者等が、当該安全管理措
置等の見直しを検討することを含め、適切に評価することが望ましい。

委託先が再委託を行おうとする場合は、委託元は委託を行う場合と同様、再委託の相手方、再委託する業務内容
及び再委託先の個人データの取扱方法等について、委託先に事前報告又は承認手続きを求め、かつ、直接又は
委託先を通じて定期的に監査を実施する等により、委託先が再委託先に対して本条の委託先の監督を適切に果
たすこと及び再委託先が法第 23 条に基づく安全管理措置を講ずることを十分に確認することが望ましい。再委託
先が再々委託を行う場合以降も、再委託を行う場合と同様とする。

技術的
安全管理措置

従業者の監督

※個人情報保護法
第２４条関係

委託先の監督

※個人情報保護法
第２５条関係
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第２５条　（委託先の監督）

 　個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱いを委託された個人データ
の安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。

【個人情報保護法の関連規定】

第２３条　（安全管理措置）

　個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人データの安全管理のた
めに必要かつ適切な措置を講じなければならない。

第２４条　（従業者の監督）

　個人情報取扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当該個人データの安全管理が図られる
よう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。

　当該措置（又は監督）は、個人データが漏えい等をした場合に本人が被る権利利益の侵害の大きさを考慮し、事業の性質、個
人データの取扱状況及び個人データを記録した媒体の性質等に起因するリスクに応じたものとする（金融分野における個人情報
保護に関するガイドライン第８条第１項、第９条第１項、第１０条第１項）

【安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督についての留意点】
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【表２】　顧客等の本人特定事項の確認方法（通常の特定取引の場合）及び本人確認書類

＜本人特定事項の確認方法【通常の特定取引の場合】（犯収法施行規則６条１項１号、３号）＞

対面での
取引

＜本人確認書類（犯収法施行規則７条）＞

ｂ

顧客等が
自然人の

場合

ａ

①運転免許証、運転経歴証明書、在留カード、特別永住者証明書、個人番号カード、旅券、船舶観光上陸許可
書、身体障害者手帳　等（当該自然人の氏名、住居及び生年月日の記載があるものに限る）。

②①のほか、官公庁から発行・発給された書類等で、当該自然人の氏名、住居及び生年月日の記載があり、か
つ当該官公庁が当該自然人の写真を貼り付けたもの。

当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の下記本人確認書類a～cの送付を受けるとともに、当該本人確
認書類に記載の住居に宛てて取引関係文書を書留郵便等（転送不要扱い）で送付する方法。【犯収法施行規
則６条１項１号チ】

その取扱いにおいて名宛人若しくは差出人の指定した名宛人に代わって受け取ることができる者に限り交付す
る郵便又はこれに準ずるもの（特定事業者に代わって住居を確認し、写真付き本人確認書類の提示を受け、「本
人特定事項の確認を行った者の氏名その他の当該者を特定するに足りる事項」、「本人確認書類又は補完書類
の提示を受けた日付及び時刻」、「本人確認書類又は補完書類の名称、記号番号その他の当該本人確認書類
又は補完書類を特定するに足りる事項」を特定事業者に伝達する措置がとられているものに限る。）により、当該
顧客等に対して、取引関係文書を送付する方法。【犯収法施行規則６条１項１号ル】

その他（上記以外の犯収法施行規則６条１項１号に掲げる方法）。

当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の現在の住居の記載のある下記本人確認書類a～cのいずれか
2種類の写しの送付を受け、又は下記本人確認書類a～cの写し及び現在の住居の記載のある補完書類（写しを
含む）の送付を受けるとともに、当該本人確認書類の写し又は当該補完書類（写しを含む）に記載の住居に宛て
て取引関係文書を書留郵便等（転送不要扱い）で送付する方法。【犯収法施行規則６条１項１号リ】

顧客等が
自然人の

場合

対面での
取引

当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の下記本人確認書類a①又はa②の提示（下記本人確認書類a
②であって複数通発行・発給されたものの代表者等からの提示を除く。）を受ける方法。【犯収法施行規則６条１
項１号イ】

当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の下記本人確認書類a②、b又はcの提示（下記本人確認書類a
②であって複数通発行・発給されたものの提示にあっては、当該書類の代表者等からの提示に限る。）を受ける
とともに、当該本人確認書類に記載の住居に宛てて取引関係文書を書留郵便等（転送不要扱い）で送付する方
法。【犯収法施行規則６条１項１号ロ】

当該顧客等若しくはその代表者等から当該顧客等の下記本人確認書類bのいずれか２つの提示を受ける方法
又は
下記本人確認書類b及びa②、c若しくは当該顧客等の現在の住居の記載がある補完書類の提示（下記本人確
認書類a②であって複数通発行・発給されたものの提示にあっては、当該書類の代表者等からの提示に限る。）
を受ける方法。【犯収法施行規則６条１項１号ハ】

当該顧客等又はその代表者等から当該顧客等の下記本人確認書類bの提示を受け、かつ、当該本人確認書類
以外の下記本人確認書類a～c若しくは当該顧客等の現在の住居の記載がある補完書類又はその写しの送付を
受ける方法。【犯収法施行規則６条１項１号ニ】

非対面
での取引

顧客等が
法人の
場合

ｄ

①設立の登記に係る登記事項証明書、印鑑登録証明書（当該法人の名称及び本店又は主たる事務所の所在
地の記載があるものに限る）

②①のほか、官公庁から発行・発給された書類等で当該法人の名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記
載があるもの。

顧客等が
法人の
場合

当該法人の代表者等から下記本人確認書類dの提示を受ける方法。【犯収法施行規則６条１項３号イ】

非対面
での取引

当該法人の代表者等から下記本人確認書類d又はその写しの送付を受けるとともに、当該本人確認書類又はそ
の写しに記載の本店等に宛てて取引関係文書を書留郵便等（転送不要扱い）で送付する方法。【犯収法施行規
則６条１項３号ニ】

その他（上記以外の犯収法施行規則６条１項３号に掲げる方法）。

◎特定取引等の任にあたっている自然人が顧客等と異なる場合

特定取引等の任にあたっている自然人が顧客等と異なる場合には、顧客等についての取引時確認に加え、当該特定取引等の任に当たっ
ている自然人（以下「代表者等」という。）の本人特定事項を確認する必要がある。さらに、代表者等が顧客等のために特定取引等の任に当
たっていると認められる事由（例：委任状を有していること 、顧客等を代表する権限を有する役員として登記されていること等）を確認する必
要がある。（犯収法４条４項、犯収法施行規則１２条）

本人確認書類

各種健康保険証、母子健康手帳等（当該自然人の氏名、住居及び生年月日の記載があるものに限る）、特定取
引等を行うための申込み又は承諾に係る書類に顧客等が押印した印鑑に係る印鑑登録証明書。

ｃ

①戸籍謄本・抄本、住民票の写し又は住民票の記載事項証明書、印鑑登録証明書（上記bの印鑑登録証明書
以外のもの）。

②上記a～cのほか官公庁から発行・発給された書類等で、当該自然人の氏名、住居及び生年月日の記載があ
り、当該自然人の写真を貼り付けていないもの。

本人特定事項
（犯収法４条１項１号）

顧客等が自然人の場合・・・氏名、住居、生年月日

顧客等が法人の場合・・・名称及び本店又は主たる事務所の所在地

確　認　方　法　【根拠条文】
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【表３】　確認記録の記録事項（犯罪収益移転防止法施行規則第２０条第１項）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30
日本に住居を有しない短期在留者であって、上陸許可の証印等により在留期間の確認を行ったときは、確認に用いた旅券又は許可
書の名称、日付、記号番号その他当該旅券等を特定するに足りる事項

（注１）確認記録に添付した本人確認書類や補完書類等に記載がある事項については、確認記録の一部とみなされる（犯収法施行規則１９条２
項）ため、確認記録への記載を省略することができる（同２０条２項）。

（注２）確認記録については、警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策企画課犯罪収益移転防止対策室（JAFIC）がウェブサイトで公表し
ている「犯罪収益移転防止法の概要」に参考様式が掲載されている（https://www.npa.go.jp/sosikihanzai/jafic/index.htm）

顧客等(国等を除く)が法人であるときは、実質的支配者の本人特定事項及び当該実質的支配者と当該顧客等との関係並びにその
確認を行った方法（ハイリスク取引に際して当該確認に書類を用いた場合には、当該書類の名称その他の当該書類を特定するに足
りる事項を含む。）

資産及び収入の状況の確認を行ったときは、当該確認を行った方法及び書類の名称その他の当該書類を特定するに足りる事項

顧客等が自己の氏名及び名称と異なる名義を取引に用いるときは、当該名義並びに顧客等が自己の氏名及び名称と異なる名義を
用いる理由

取引記録等を検索するための口座番号その他の事項

顧客等が外国PEPsであるときは、その旨及び外国PEPsであると認めた理由

なりすまし又は偽りが疑われる取引に際して確認を行ったときは、関連取引時確認に係る確認記録を検索するための当該関連取引
時確認を行った日付その他の事項

顧客等の職業又は事業の内容並びに顧客等が法人である場合にあっては、事業の内容の確認を行った方法及び書類の名称その
他の当該書類を特定するに足りる事項

顧客等又は代表者等の住居に赴いて取引関係文書を交付をしたときは、その日付

ハイリスク取引に際して追加で書類の提示又は送付を受けたときは、提示又は送付を受けた日付

取引を行う目的、職業・事業の内容、実質的支配者又は資産及び収入（ハイリスク取引の一部のみ）の状況の確認を行ったときは、確
認を行った事項に応じ、確認を行った日付

取引時確認を行った取引の種類

顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認を行った方法

本人確認書類又は補完書類の提示を受けたときは、当該本人確認書類又は補完書類の名称、記号番号その他の当該本人確認書
類又は補完書類を特定するに足りる事項

本人確認書類に現在の住居等の記載がないため、他の本人確認書類又は補完書類の提示を受けることにより住居等の確認を行っ
たときは、当該確認に用いた書類の名称、記号番号その他の当該書類を特定するに足りる事項

法人について、本人確認書類又は補完書類に記載のある営業所等に取引関係文書を送付したこと又は当該営業所等に赴いて取引
関係文書を交付したときは、営業所の名称、所在地その他当該場所を特定するに足りる事項及び当該場所の確認の際に提示を受
けた本人確認書類又は補完書類の名称、記号番号その他の当該書類を特定するに足りる事項

顧客等の本人特定事項（顧客等が国等である場合にあっては、当該国等の名称、所在地その他の当該国等を特定するに足りる事
項）

代表者等による取引のときは、当該代表者等の本人特定事項、当該代表者等と顧客等との関係及び当該代表者等が顧客等のため
に特定取引等の任に当たっていると認めた理由

顧客等が取引を行う目的

犯収法施行規則６条１項３号ハに規定する方法により顧客等の本人特定事項の確認を行ったときは、特定事業者が公表事項を確認
した日付

主な記録事項

取引時確認を行った者の氏名その他の当該者を特定するに足りる事項

確認記録の作成者の氏名その他の当該者を特定するに足りる事項

本人確認書類又は補完書類の提示を受けたとき（ハイリスク取引に際して追加の書類として提示を受けたときを除く。）は、当該提示を
受けた日付及び時刻（当該提示を受けた本人確認書類又は補完書類の写しを確認記録に添付し、確認記録と共に７年間保存する
場合にあっては、日付に限る。）

本人確認書類若しくは補完書類又はその写しの送付を受けたとき（ハイリスク取引に際して追加の書類として送付を受けたときを除
く。）は、当該送付を受けた日付

犯収法施行規則６条１項１号ロ若しくはチからルまで又は第三号ロからニまでに掲げる方法（ロ及びハに掲げる場合にあっては、取引
関係文書を送付する方法に限る。）により本人特定事項の確認を行ったときは、取引関係文書を送付した日付

犯収法施行規則６条１項１号ホに掲げる方法により顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認を行ったときは、特定事業者が本人
確認用画像情報（顧客等の容貌及び写真付き本人確認書類の画像情報）の送信を受けた日付

犯収法施行規則６条１項１号ヘに掲げる方法により顧客等又は代表者等の本人特定事項の確認を行ったときは、顧客等の容貌の画
像情報の送信を受けた日付並びに半導体集積回路(以下「ＩＣチップ」)に記録された本人特定事項及び写真の情報の送信を受けた
日付

犯収法施行規則６条１項１号トに掲げる方法により本人特定事項の確認を行ったときは、本人確認用画像情報の送信を受けた日付
又はICチップに記録された本人特定事項の情報の送信を受けた日付並びに同号ト（１）又は（２）に掲げる行為を行った日付

犯収法施行規則第６条第１項第１号チに掲げる方法により本人特定事項の確認を行ったときは、本人確認書類の送付又はＩＣチップ
に記録された本人特定事項の情報若しくは本人確認書類の画像の送信を受けた日付

犯収法施行規則６条１項３号ロに規定する方法により本人特定事項の確認を行ったときは、特定事業者が登記情報の送信を受けた
日付
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【表４】　総量規制の除外貸付け、例外貸付けの契約類型及び保存を要する書面等

１号
不動産の建設若しくは購入資金又は不動産の
改良資金

２号 上記貸付けが行われるまでのつなぎ資金

イ 当該自動車の売買契約書

ロ 当該自動車の自動車検査証

４号 一定の高額療養費 ３号

５号 一定の有価証券担保 ４号

一定の不動産担保 イ 当該不動産の価格の算出の根拠を記載した書面

ロ 当該不動産の登記事項証明書

ハ
担保権が実行された場合には、当該不動産が売却される可能性があることについての
当該個人顧客又は担保を提供する者の同意書

売却予定不動産の売却代金により弁済 イ 当該不動産の価格の算出の根拠を記載した書面

※売却により生活に支障を来す場合を除く ロ 当該不動産の売買契約書又は売買の媒介契約書

８号
施行規則第１条の２の３第２号から第５号までに
掲げる契約（手形割引など）

イ 当該貸付けに係る契約に係る将来支払う返済金額の合計額

ロ
当該個人顧客が既に負担している債務の残高、当該債務に係る各回の返済金額及
び将来支払う返済金額の合計額

ハ
当該貸付けに係る契約に基づく債権について物的担保を供させるときは、当該個人
顧客が既に負担している債務につき供されている物的担保の内容

ニ
当該貸付けに係る契約について保証契約を締結するときは、当該個人顧客が既に負
担している債務に係る保証契約の内容

イ 当該貸付けに係る契約の貸付けの利率

ロ
当該個人顧客が弁済する債務に係る貸付けの残高、貸付けの利率、債権者の商号、
名称又は氏名及び債権者が貸金業者であるかみなし貸金業者であるかの別

ハ 弁済する債務の存在について調査を行つた年月日、方法及び結果

ニ 当該貸付けに係る契約の返済期間及び返済回数

ホ 当該貸付けに係る契約に基づく各回の返済金額のうち元本の返済に充てられる金額

へ
当該貸付けに係る契約に基づく債権について物的担保を供させるときは、当該個人
顧客が既に負担している債務につき供されている物的担保の内容

ト
当該貸付けに係る契約について保証契約を締結するときは、当該個人顧客が既に負
担している債務に係る保証契約の内容

２号 一定の緊急の医療費 ２号

イ
前項第２号の２ ロ（３）に掲げる額を確認するために使用した指定信用情報機関から提
供を受けた信用情報の内容を記載した書面

ロ

次の（１）又は（２）に掲げる費用の区分に応じ、当該（１）又は（２）に定める書面
（１） 外国において緊急に必要となった費用：当該特定緊急貸付契約に係る金銭の受
渡しが外国において行われたことを疎明する書面
（２） 社会通念上緊急に必要となった費用：当該費用の支払に係る領収書その他資金
の使途を確認することができる書面

イ
当該個人顧客と配偶者との身分関係を証明する市町村長の証明書若しくは戸籍の抄
本又は事実上婚姻関係と同様の事情にあることを証明する書面

ロ 当該契約を締結することについての当該個人顧客の配偶者の同意書

イ
確定申告書、青色申告決算書、収支内訳書又は納税通知書その他の当該個人顧客
の営む事業の実態を確認したことを証明する書面

ロ
当該個人顧客の事業計画、収支計画及び資金計画その他当該個人顧客の返済能力
を超えない貸付けであると認められる理由を記載した書面

５号 新たな事業を行うために必要な資金 ５号

イ
正規貸付けが行われることが確実であることが確認できる書面（正規貸付けを行う者が
発行したものに限る。）

ロ
貸金業者が正規貸付けを行う者に対して行つた当該正規貸付けが行われることが確
実であることについての照会の結果を記載した書面

４号 事業を営む個人顧客に対する貸付け ４号

当該個人顧客の事業計画、収支計画及び資金計画その他当該個人顧客の返済能力を超え
ない貸付けであると認められる理由を記載した書面

６号

金融機関からの貸付けのつなぎ資金

※金融機関からの貸付けが確実であると認められ、
　　かつ、返済期間が１ヶ月を超えないこと

６号
※次の
いずれ

か

医療機関からの医療費の請求書又は見積書

２号
の２

特定緊急貸付け

※他社を含めた緊急貸付けの合計額が１０万円
　 以下、かつ、返済期間が３ヶ月を超えないこと

２号
の２

３号 配偶者貸付け ３号

顧客に一方的に有利となる借換え

１号

１号

※右の
各項目
を記載
した書
面等

１号
不動産（借地権を含む。）の売買契約書又は建設工事の請負契約書その他の締結した契約
が同項第１号または第２号に掲げる契約に該当することを証明する書面

３号
自動車購入資金
※自動車の所有権を貸金業者が取得し､又は譲渡に
より担保の目的 となっているもの

２号

医療機関からの療養費の請求書又は見積書

当該担保とする有価証券の種類、銘柄、数及び価額を記載した書面

６号 ５号

７号 ６号

保存を要する書面等　（施行規則第１０条の２３第２項）

１号
の２

※右の
各項目
を記載
した書
面等

１号
の２

借入残高を段階的に減少させるための借換え

【適用要件】
　①貸金業者(みなし貸金業者を含む)から
　　の借入に限定
　②借換前の金利を上回らない
　③定期の返済により、残高が段階的に
　　減少することが見込まれる
　④借入前の一ヶ月の負担額を上回らない
　⑤物的担保･保証人について、借入前の
　　条件より厳しくならない

【適用要件】
　①借換前の将来支払う返済金額の合計
　　額を上回らない
　②下記１号の２の【適用要件】④及び⑤

（１）除外貸付け（貸金業法第１３条の２、施行規則第１０条の２１）

契約類型 （施行規則第１０条の２１第１項）

契約類型 （施行規則第１０条の２３第１項）

（２）例外貸付け（貸金業法第１３条の２、施行規則第１０条の２３）

※不動産の価格*の範囲内（居宅等は不可）
 * 鑑定評価額、公示価格、路線価、固定資産税評
価額その他の資料に基づき合理的に算出した額をい
う

保存を要する書面等　（施行規則第１０条の２１第２項）
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①・・・貸金業法17条1項後段の重要事項（契約の相手方の利益と
　　　　なる変更を加える場合には、当該事項を除く）

②・・・貸金業法17条1項後段の重要事項

１号 １号 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

― ２号 契約年月日 ― ○ ― ○ ― ○ ― ○

２号 ３号 貸付けの金額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３号 ４号 貸付けの利率 ○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

４号 ５号 返済の方式 ○ ② ○ ② ○ ② ○ ②

５号 ６号 返済期間及び返済回数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

６号 ７号 賠償額の予定に関する定めがあるときは、その内容 ○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

1号　イ 1号　イ 貸金業者の登録番号 （注） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

― 1号　ロ 契約の相手方の商号、名称又は氏名及び住所 ― ○ ― ○ ― ○ ― ○

― 1号　ハ

貸付けに関し貸金業者が受け取る書面（極度方式貸付けに係る契約
にあつては、当該極度方式貸付けに関し貸金業者が受け取る書面に
限り、極度方式基本契約に関し貸金業者が受け取る書面を除く。）の
内容

― ○ ― ○ ― ○ ― ○

1号　ロ 1号　ニ 債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項 ○ ① ― ― ○ ① ― ―

1号　ハ 1号　ホ
契約の相手方の借入金返済能力に関する情報を信用情報に関する
機関に登録するときは、その旨及びその内容 （注）

○ ○ ― ― ― ― ― ―

1号　ニ 1号　ヘ 利息の計算の方法 （注） ○ ① ○ ① ○ ① ― ―

1号　ホ 1号　ト 返済の方法及び返済を受ける場所 （注） ○ ② ― ― ― ― ― ―

1号　へ － 各回の返済期日及び返済金額の設定の方式 ○ ― ― ― ○ ― ○ ―

― 1号　チ 各回の返済期日及び返済金額 ― ② ― ― ― ② ― ②

1号　ト 1号　リ
契約上、返済期日前の返済ができるか否か及び返済ができるときは、
その内容 （注）

○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

1号　チ 1号　ヌ
期限の利益の喪失の定めがあるときは、その旨及びその内容（旧利息
制限法第一条第一項に規定する利率を超えない範囲においてのみ
効力を有する旨を含む。） （注）

○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

― 1号　ル
当該契約に基づく債権につき物的担保を供させるときは、当該担保の
内容 （注）

― ② ― ② ― ② ― ②

― 1号　ヲ
当該契約について保証契約を締結するときは、保証人の商号、名称
又は氏名及び住所 （注）

― ② ― ② ― ② ― ②

― 1号　ワ
当該契約が、電話担保金融に係る契約であるときは、その旨及び当
該電話担保金融に関し設定された質権の登録の受付番号 （注）

― ○ ― ― ― ― ― ―

― 1号　カ

当該契約が、従前の貸付けの契約に基づく債務の残高を貸付金額と
する貸付けに係る契約であるときは、従前の貸付けの契約に基づく債
務の残高の内訳（元本、利息及び当該貸付けの契約に基づく債務の
不履行による賠償額の別をいう。）及び当該貸付けの契約を特定し得
る事項 （注）

― ○ ― ― ― ― ― ―

― 1号　ヨ
貸付けに係る契約の貸付けの利率が旧利息制限法第1条第1項に規
定する利率を超えるときは、超える部分について支払う義務を負わな
い旨

― ○ ― ― ― ― ― ○

1号　リ 1号　タ

将来支払う返済金額の合計額（貸付けに係る契約を締結［しようとす
る］［した］時点において将来支払う返済金額が定まらないときは、各
回の返済期日に最低返済金額を支払うことその他の必要な仮定を置
き、当該仮定に基づいた合計額及び当該仮定）

○ ○ ― ― ○ ○ ― ―

― 1号　レ
日賦貸金業者である場合にあつては、第3号新貸金業法第14条第5
号に掲げる事項

― ○ ― ○ ― ○ ― ○

1号　ヌ 1号　ソ
貸金業者が法第12条の2の2第1項第1号に定める手続実施基本契約
を締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定
紛争解決機関の商号又は名称

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

― 2号　ロ 割り引いた手形の手形番号、手形金額及び満期 ― ― ― ○ ― ― ― ―

2号　ロ 2号　ハ 割引に関し貸金業者の受ける割引料その他の金銭に関する事項 ― ― ○ ① ― ― ― ―

3号　ロ 3号　ロ 買戻しに関する事項 （注） ― ― ― ― ○ ① ― ―

― 3号　ハ 売渡目的物の内容 （注） ― ― ― ― ― ② ― ―

４号 ４号 媒介手数料の計算の方法 （注） 及びその金額 ― ― ― ― ― ― ○ ①

（注）極度方式貸付けに係る契約にあっては、施行規則第13条第1項各号で定める条件を充足したときは、当該記載を省略することができる。

貸
金
業
法

施
行
規
則
第
１
２
条
の
２
第
１
項

（
締
結
前

）
、
第
１
３
条
第
１
項

（
締
結
時

）

契約
締結
書面

事前
交付
書面

契約
締結
書面

【表５】　貸付けに係る契約　事前交付書面・契約締結時交付書面　記載事項

法令 金銭の
貸付けに
係る契約

手形の割引
の契約

売渡担保の
契約

金銭の貸借
の媒介の契

約
(締結前)
第16条

の2
第1項

(締結時)
第17条
第1項

事前
交付
書面

記載事項

契約
締結
書面

事前
交付
書面

契約
締結
書面

事前
交付
書面
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①・・・貸金業法17条2項後段の重要事項（契約の相手方の利益と
　　　　なる変更を加える場合には、当該事項を除く）

②・・・貸金業法17条2項後段の重要事項

１号 １号 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

― ２号 契約年月日 ― ○ ― ○ ― ○ ― ○

２号 ３号
極度額（貸金業者が極度方式基本契約の相手方〔となろうとする者〕
に対し貸付けの元本の残高の上限として極度額を下回る額を提示す
る場合にあつては、当該下回る額及び極度額）

○
②

（注）
○

②
（注）

○
②

（注）
○

②
（注）

３号 ４号 貸付けの利率 ○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

４号 ５号 返済の方式 ○ ② ○ ② ○ ② ○ ②

５号 ６号 賠償額の予定に関する定めがあるときは、その内容 ○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

1号　イ 1号　イ 貸金業者の登録番号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

― 1号　ロ 契約の相手方の商号、名称又は氏名及び住所 ― ○ ― ○ ― ○ ― ○

― 1号　ハ 極度方式基本契約に関し貸金業者が受け取る書面の内容 ― ○ ― ○ ― ○ ― ○

1号　ロ 1号　ニ 債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項 ○ ① ― ― ○ ① ― ―

1号　ハ 1号　ホ
契約の相手方の借入金返済能力に関する情報を信用情報に関する
機関に登録するときは、その旨及びその内容

○ ○ ― ― ― ― ― ―

1号　ニ 1号　ヘ 利息の計算の方法 ○ ① ○ ① ○ ① ― ―

1号　ホ 1号　ト 返済の方法及び返済を受ける場所 ○ ② ― ― ― ― ― ―

1号　へ 1号　チ 各回の返済期日及び返済金額の設定の方式 ○ ② ― ― ○ ② ○ ②

1号　ト 1号　リ
契約上、返済期日前の返済ができるか否か及び返済ができるときは、
その内容

○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

1号　チ 1号　ヌ
期限の利益の喪失の定めがあるときは、その旨及びその内容（旧利息
制限法第一条第一項に規定する利率を超えない範囲においてのみ
効力を有する旨を含む。）

○ ① ○ ① ○ ① ○ ①

― 1号　ル
当該契約に基づく債権につき物的担保を供させるときは、当該担保の
内容

― ② ― ② ― ② ― ②

― 1号　ヲ
当該契約について保証契約を締結するときは、保証人の商号、名称
又は氏名及び住所

― ② ― ② ― ② ― ②

― 1号　ワ
当該契約が、電話担保金融に係る契約であるときは、その旨及び当
該電話担保金融に関し設定された質権の登録の受付番号

― ○ ― ― ― ― ― ―

― 1号　カ
貸付けに係る契約の貸付けの利率が旧利息制限法第1条第1項 に規
定する利率を超えるときは、超える部分について支払う義務を負わな
い旨

― ○ ― ― ― ― ― ○

1号　リ 1号　ヨ

貸金業者が、極度方式基本契約に定める極度額（貸金業者が極度方
式基本契約の相手方に対し貸付けの元本の残高の上限として極度額
を下回る額を提示する場合にあつては、当該下回る額）を一回貸し付
けることその他の必要な仮定を置き、当該仮定に基づいた将来支払う
返済金額の合計額、返済期間及び返済回数並びに当該仮定
　※リボ契約におけるト－タル元利負担額及び仮定等の記載

○ ○ ― ― ○ ○ ― ―

― 1号　タ

法第17条第1項の規定により交付する書面（同条第5項の規定により
保証人に交付する場合にあつては、同条第4項の規定により交付する
書面）又は同条第6項で規定する内閣府令で定める書面に記載する
返済期間、返済回数、返済期日又は返済金額が、当該書面に記載す
る貸付けの後に行われる貸付けその他の事由により変動し得るとき
は、その旨

― ○ ― ― ― ○ ― ○

― 1号　レ
日賦貸金業者である場合にあつては、第3号新貸金業法第14条第5
号に掲げる事項

― ○ ― ○ ― ○ ― ○

1号　ヌ 1号　ソ
貸金業者が法第12条の2の2第1項第1号に定める手続実施基本契約
を締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定
紛争解決機関の商号又は名称

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2号　ロ 2号　ロ 割引に関し貸金業者の受ける割引料その他の金銭に関する事項 ― ― ○ ① ― ― ― ―

― 2号　ハ

法第17条第1項の規定により交付する書面（同条第5項の規定により
保証人に交付する場合にあつては、同条第4項の規定により交付する
書面）又は同条第6項で規定する内閣府令で定める書面に記載する
返済期間又は返済回数が、当該書面に記載する貸付けの後に行わ
れる貸付けその他の事由により変動し得るときは、その旨

― ― ― ○ ― ― ― ―

3号　ロ 3号　ロ 買戻しに関する事項 ― ― ― ― ○ ① ― ―

４号 ４号 媒介手数料の計算の方法及びその金額 ― ― ― ― ― ― ○ ①

（注）極度額を引き下げたとき、並びに極度額を引き下げた後、元の額を上回らない額まで引き上げたときについては、貸金業法第17条第2項後段
　　　の書面交付義務が適用されない（施行規則第13条第5項）

契約
締結
書面

契約
締結
書面

事前
交付
書面

金銭の
貸付けに
係る契約

法令

施
行
規
則
第
１
２
条
の
２
第
２
項

（
締
結
前

）
、
第
１
３
条
第
３
項

（
締
結
時

）

契約
締結
書面

事前
交付
書面

契約
締結
書面

事前
交付
書面

貸
金
業
法

事前
交付
書面

【表６】　極度方式基本契約　事前交付書面・契約締結時交付書面　記載事項

記載事項
金銭の貸借
の媒介の契

約

売渡担保の
契約

手形の割引
の契約

(締結時)
第17条
第２項

(締結前)
第16条

の2
第２項
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１号 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所 両 ○ 両 ○ 両 ○ 両 ○

２号 保証期間 両 ○ 両 ○ 両 ○ 両 ○

３号 保証金額 両 ○ 両 ○ 両 ○ 両 ○

５号
保証人が主たる債務者と連帯して債務を負担するときは、民法第４５４条
の規定の趣旨　※施行規則第１２条の２第５項

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

― ２号 保証契約の契約年月日 ― ○ ― ○ ― ○ ― ○

１号 イ 保証契約の種類及び効力（極度額の説明を含む。） 概 ○ 概 ○ 概 ○ 概 ○

１号 ロ 貸付けに係る契約に基づく債務の残高の総額 概 ○ 概 ○ 概 ○ 概 ○

１号 ハ 保証債務の極度額その他の保証人が負担する債務の範囲 両 ○ 両 ○ 両 ○ 両 ○

１号 ニ 貸付けに係る契約の契約年月日 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 ホ 貸付けに係る契約の貸付けの金額 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 ヘ 貸付けに係る契約の貸付けの利率 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 ト 貸付けに係る契約に基づく債務の返済の方式 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 チ
貸付けに係る契約に基づく債務の返済期間及び返済回数（極度方式保
証契約にあっては、記載することを要しない。）

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 リ 貸付けに係る契約に賠償額の予定に関する定めがあるときはその内容 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 ヌ 主たる債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項 詳 ○ ― ― 詳 ○ ― ―

１号 ル 貸付けに係る契約の利息の計算の方法 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ ― ―

１号 ヲ
貸付けに係る契約に基づく債務の各回の返済期日及び返済金額（極度
方式保証契約にあつては、貸付けに係る契約に基づく債務の各回の返
済期日及び返済金額の設定の方式）

詳 ○ ― ― 詳 ○ 詳 ○

１号 ワ
契約上、貸付けに係る契約に基づく債務の返済期日前の返済ができるか
否か及び返済ができるときは、その内容

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 カ
貸付けに係る契約に期限の利益の喪失の定めがあるときは、その旨及び
その内容（旧利息制限法第一条第一項に規定する利率を超えない範囲
においてのみ効力を有する旨を含む。）

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号  ヨ 貸付けに係る契約に基づく債務の残高及びその内訳 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１号 タ 法第16条の2第3項第2号に掲げる保証期間の定めがないときは、その旨 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

２号 ニ 割り引いた手形の手形番号、手形金額及び満期 ― ― 詳 ○ ― ― ― ―

２号 ホ 割引に関し貸金業者の受ける割引料その他の金銭に関する事項 ― ― 詳 ○ ― ― ― ―

３号 ニ 買戻しに関する事項 ― ― ― ― 詳 ○ ― ―

３号 ホ 売渡目的物の内容 ― ― ― ― 詳 ○ ― ―

４号 ニ 媒介手数料の計算の方法及びその金額 ― ― ― ― ― ― 詳 ○

１号 保証契約に基づく債務の弁済の方式 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

２号 保証契約に賠償額の予定に関する定めがあるときは、その内容 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

３号 貸金業者の登録番号 両 ○ 両 ○ 両 ○ 両 ○

４号 主たる債務者及び保証人の商号、名称又は氏名及び住所 両 ○ 両 ○ 両 ○ 両 ○

５号 貸付けの契約に関し貸金業者が受け取る書面の内容 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

６号 保証人が負担すべき保証債務以外の金銭に関する事項 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

７号 保証契約に基づく債務の弁済の方法及び弁済を受ける場所 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

８号 保証契約に期限の利益の喪失の定めがあるときはその旨及びその内容 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

９号
貸付けの契約に基づく債権につき物的担保を供させるときは、当該担保
の内容

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１０号
貸付けに係る契約に基づく債権の一部が弁済その他の事由により消滅し
たときは、その事由、金額及び年月日

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１１号
保証契約上、保証人が保証契約を解除できるときは解除事由、解除でき
ないときはその旨

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

１２号
貸付けに係る契約（手形の割引の契約及び売渡担保の契約を除く。）の
貸付けの利率が旧利息制限法第1条第1項に規定する利率を超えるとき
は、超える部分について支払う義務を負わない旨

詳 ○ ― ― ― ― 詳 ○

１３号
日賦貸金業者である場合にあつては、第３号新貸金業法第１４条第５号
に掲げる事項

概 ○ 概 ○ 概 ○ 概 ○

１４号
貸金業者が法第12条の2の2第1項第1号に定める手続実施基本契約を
締結する措置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定紛争
解決機関の商号又は名称

詳 ○ 詳 ○ 詳 ○ 詳 ○

【事前交付書面】欄
　両 ・・・・・・ 概要説明 及び 詳細説明の記載事項
　概 ・・・・・・ 概要説明の記載事項
　詳 ・・・・・・ 詳細説明の記載事項

１２号

１３号

１号

施
行
規
則
1
3
条
6
項

１１号

１号 カ

１号  ヨ

１号 タ

２号 ニ

２号 ホ

法令

３号 ニ

１号 チ

１４号

４号 ニ

施
行
規
則
第
１
２
条
の
２
第
６
項

１号

２号

３号

４号

５号

６号

７号

８号

９号

１０号

貸
金
業
法

(締結時)
第17条
第３項

施
行
規
則
第
１
２
条
の
２
第
４
項

１号 イ

１号 ロ

１号 ハ

１号 ニ

１号 ホ

１号 ヘ

１号 ト

３号 ホ

１号 リ

１号 ヌ

１号 ル

１号 ヲ

１号 ワ

【表７】　保証契約　事前交付書面（概要説明・詳細説明）・契約締結時交付書面　記載事項

金銭の
貸付けに
係る契約

手形の割引
の契約

売渡担保の
契約

金銭の貸借
の媒介の契

約(締結前)
第16条

の2
第３項

事前
交付
書面

契約
締結
書面

契約
締結
書面

事前
交付
書面

契約
締結
書面

事前
交付
書面

契約
締結
書面

事前
交付
書面

記載事項
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記載事項

①・・・一定期間において貸付けに係る契約を締結していない場合は記載不要

②・・・一定期間において弁済を受領していない場合は記載不要

１号　イ 貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所 ○ ○ ○ ○

１号　ロ 極度方式基本契約の契約年月日　 ○ ○ ○ ○

１号　ハ
極度方式基本契約の極度額（貸金業者が極度方式基本契約の相手方に対し貸付
けの元本の残高の上限として極度額を下回る額を提示する場合にあつては、当該
下回る額及び極度額）

① ① ① ①

１号　ニ
一定期間に締結した極度方式貸付けに係る契約に係るそれぞれの契約の契約年
月日

① ① ① ①

１号　ホ
一定期間に締結した極度方式貸付けに係る契約に係るそれぞれの貸付けの金額
（保証契約にあつては、保証に係る貸付けの金額）

① ① ① ①

１号　ヘ 貸付けの利率 ① ① ① ①

１号　ト 返済の方式 ① ① ① ①

１号　チ
一定期間に締結したそれぞれの極度方式貸付けに係る契約の返済期間及び返済
回数

① ① ① ①

１号　リ 賠償額の予定に定めがあるときはその内容 ① ① ① ①

１号　ヌ 契約の相手方の商号、名称又は氏名及び住所 ○ ○ ○ ○

１号　ル
極度方式貸付けに関し貸金業者が受け取る書面（極度方式基本契約に関し貸金
業者が受け取る書面を除く。）の内容

① ① ① ①

１号　ヲ 債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項 ① ― ① ―

１号　ワ 利息の計算の方法 ① ① ① ―

１号　カ 返済の方法及び返済を受ける場所 ① ― ― ―

１号　ヨ
一定期間に締結したそれぞれの極度方式貸付けに係る契約の各回の返済期日及
び返済金額又は次回の返済期日及び返済金額

① ― ① ①

１号　タ 契約上、返済期日前の返済ができるか否か及び返済ができるときは、その内容 ① ① ① ①

１号　レ 期限の利益の喪失の定めがあるときは、その旨及びその内容 ① ① ① ①

１号　ソ 当該契約に基づく債権につき物的担保を供させるときは、当該担保の内容 ① ① ① ①

１号　ツ
当該契約について保証契約を締結するときは、保証人の商号、名称又は氏名及び
住所

① ① ① ①

１号　ネ

一定期間に締結したそれぞれの極度方式貸付けに係る契約が、従前の貸付けの
契約に基づく債務の残高を貸付金額とする貸付けに係る契約であるときは、従前の
貸付けの契約に基づく債務の残高の内訳及び当該貸付けの契約を特定し得る事
項

① ― ― ―

１号　ナ
一定期間に締結したそれぞれの極度方式貸付けに係る契約に係る将来支払う返
済金額の合計額

① ― ① ―

１号　ラ 一定期間に受領したそれぞれの弁済に係る貸付け金額 ② ② ② ②

１号　ム
一定期間に受領したそれぞれの弁済に係る受領金額及び利息、賠償額の予定に
基づく賠償金若しくは元本への充当額

② ② ② ②

１号　ウ 一定期間に受領したそれぞれの弁済に係る受領年月日 ② ② ② ②

１号　ヰ 一定期間に受領したそれぞれの弁済に係る弁済後の残存債務の額 ② ② ② ―

１号　ノ
貸金業者が法第12条の2の2第1項第1号に定める手続実施基本契約を締結する措
置を講ずる当該手続実施基本契約の相手方である指定紛争解決機関の商号又は
名称

○ ○ ○ ○

２号　ロ 割引いた手形の手形番号、手形金額及び満期 ― ① ― ―

２号　ハ 割引に関し貸金業者の受ける割引料その他の金銭に関する事項 ― ① ― ―

３号　ロ 買戻しに関する事項 ― ― ① ―

３号　ハ 売渡目的物の内容 ― ― ① ―

４号　ロ 媒介手数料の計算の方法及びその金額 ― ― ― ①

・受領金額

法令

・貸金業法第１７条第１項前段又は第４項前段の規定による書面の交付に代えて、次に掲げる事項を記載した書面を交付することができる。
　この場合において、貸金業者は、第１項前段又は第４項前段の規定による書面の交付を行つたものとみなす。（貸金業法第１７条第６項）。

マンスリーステートメントを交付している場合における書面交付の特例

・契約年月日

・貸付けの金額（極度方式保証契約にあっては、保証に係る貸付けの金額）

・貸金業法第１８条第１項の規定による書面の交付に代えて、次に掲げる事項を記載した書面を交付することができる。
　この場合において、貸金業者は、当該書面の交付を行つたものとみなす（貸金業法第１８条第３項）。

・受領年月日

施
行
規
則
第
１
３
条
第
１
７
項

【表８】　マンスリーステートメント(貸金業法第１７条第６項、第１８条第３項）　記載事項

金銭の
貸付けに
係る契約

手形の割引
の契約

売渡担保の
契約

金銭の貸借
の媒介の契

約
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【表９】　取立て行為の規制（貸金業法第２１条第１項）

○ 監督指針Ⅱ－２－１９ 取立行為規制　（２）留意事項
①法第21条第１項各号の規定は、「人の私生活若しくは業務の平穏を害するような言
動」の例示であり、個々の取立て行為が同項に該当するかどうかは、個別の事実関係
に即して判断する必要がある。当該規定に定める事例のほか、例えば、次のような事
例は、「人の私生活若しくは業務の平穏を害するような言動」に該当するおそれが大き
い。
イ． 反復継続して、電話をかけ、電報を送達し、電子メール若しくはファクシミリ装置等
を用いて送信し又は債務者、保証人等の居宅を訪問すること。
ロ． 保険金による債務の弁済を強要又は示唆すること。

○ 自主規制基本規則第６９条第１項
※法第21条第1項に定める「威迫」及び「その他の人の私生活若しくは業務の平穏を
害するような言動」に該当する恐れがあるもの

⑴ 大声をあげたり、乱暴な言葉を使うなど暴力的な態度をとること。

⑵ 多人数で訪問すること。
 　例示として、3 名以上が挙げられる。

⑶ 不適当な時期に取立ての行為を行うこと。
　例示として、以下が挙げられる。
イ 親族の冠婚葬祭時
ロ 年末年始（12 月 31 日から 1 月 3 日）
ハ 債務者等の入院時
ニ 罹災時
⑷ 債務処理を代理人弁護士又は司法書士に委託し、または債務処理のため必要な
裁判所における民事事件に関する手続きをとったことが弁護士又は司法書士、裁判所
から通知された場合、又は債務者等からの電話その他の方法をもって判明した場合、
若しくは公益財団法人日本クレジットカウンセリング協会から介入通知を受領した場
合、その後債務者等に支払を要求すること。

⑸ 反復継続した取立て行為を行うこと。
　例示として、以下が挙げられる。
イ 電話を用いた債務者等への連絡を、1 日に 4 回以上行うこと。
ロ 電子メールや文書を用いた連絡を、前回送付または送信から 3 日以内に行うこと。

⑹ 親族または第三者に対し、支払いの要求をすること。
　例示として、以下が挙げられる。
　イ 各態様において、あたかも返済義務があるような旨を伝えること。
　ロ 支払い申し出があった際、支払い義務が無い事を伝えないこと。

（取立規制時間帯）
正当な理由がないのに、社会通念に照らし
不適当と認められる時間帯として内閣府令で
定める時間帯に、債務者等に電話をかけ、
若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又
は債務者等の居宅を訪問すること。

○ 監督指針Ⅱ－２－１９ 取立行為規制　（２）留意事項
②法第21条第１項第１号、第３号及び第９号に規定する「正当な理由」とは、個別の事
実関係に即して判断すべきものであるが、例えば、以下のようなものが該当する可能性
が高い。
イ． 法第21条第１項第１号
　ａ． 債務者等の自発的な承諾がある場合。
　ｂ． 債務者等と連絡をとるための合理的方法が他にない場合。

○施行規則第１９条第１項
貸金業法第２１条第１項第１号に規定する内
閣府令で定める時間帯は、午後九時から午
前八時までの間とする。

○ 自主規制基本規則第７０条
※特段の事情がない限り、「正当な理由」が認められない可能性が高いもの
⑴ 債務者等の自発的な承諾がない場合
⑵ 債務者等と連絡をとるための合理的方法が他にある場合

（禁止：社会通念に照らし妥当な申出に係わ
らず交渉する）
債務者等が弁済し、又は連絡し、若しくは連
絡を受ける時期を申し出た場合において、そ
の申出が社会通念に照らし相当であると認
められないことその他の正当な理由がないの
に、前号に規定する内閣府令で定める時間
帯以外の時間帯に、債務者等に電話をか
け、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、
又は債務者等の居宅を訪問すること。

○ 監督指針Ⅱ－２－１９ 取立行為規制　（２）留意事項
③法第21 条第１項第２号に規定する 「その申出が社会通念に照らし相当であると認
められないことその他正当な理由」とは、個別の事実関係に即して判断すべきものであ
るが、例えば、以下のようなものが該当する可能性が高い。
イ．債務者等からの弁済や連絡についての具体的な期日の申し出がない場合。
ロ．直近において債務者等から弁済や連絡に関する申し出が履行されていない場合。
ハ．通常の返済約定を著しく逸脱した申出がなされた場合。
ニ．申出に係る返済猶予期間中に債務者等が申出内容に反して他社への弁済行為
等を行った場合。
ホ．申出に係る返済猶予期間中に債務者等が支払停止、所在不明等となり、債務者
等から弁済を受けることが困難であることが確実となった場合。

○ 自主規制基本規則第７１条
※特段の事情がない限り、社会通念に照らし相当と認められる可能性が高いもの
　（債務者の申出に合理性があると認められる場合）

イ 債務者等が申し出た弁済期日が、当該申出の日から1ヶ月を超えない範囲で弁済
期日を示された場合であって、当該期日に近接して給料日その他確実な収入が見込
まれる日が存在するとき
ロ 直近において債務者等から弁済や連絡に関する申し出が履行されている場合
ハ 通常の返済約定を著しく逸脱したとは認められない申し出がなされた場合
ニ 申し出に係る返済猶予期間中に債務者等が申出内容に反して他社への弁済行為
を行う等の事情が認められない場合
ホ 申し出に係る返済猶予期間中に債務者等に支払停止、破産開始等の申立て、所
在不明等債務者から返済を受けることが困難であることが確実と認められる事情が生
じていない場合

貸金業者向けの総合的な監督指針、自主規制基本規則

１号

貸金業法第２１条第１項

貸金業を営む者又は貸金業を営む者の貸
付けの契約に基づく債権の取立てについて
貸金業を営む者その他の者から委託を受け
た者は、貸付けの契約に基づく債権の取立
てをするに当たつて、人を威迫し、又は次に
掲げる言動その他の人の私生活若しくは業
務の平穏を害するような言動をしてはならな
い。

本文

２号
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【表９】　取立て行為の規制（貸金業法第２１条第１項）

（禁止：居宅以外の場所での取立交渉）
正当な理由がないのに、債務者等の勤務先
その他の居宅以外の場所に電話をかけ、電
報を送達し、若しくはファクシミリ装置を用い
て送信し、又は債務者等の勤務先その他の
居宅以外の場所を訪問すること。

○ 監督指針Ⅱ－２－１９ 取立行為規制　（２）留意事項
②法第21条第１項第１号、第３号及び第９号に規定する「正当な理由」とは、個別の事
実関係に即して判断すべきものであるが、例えば、以下のようなものが該当する可能性
が高い。
ロ． 法第21条第１項第３号
　ａ． 債務者等の自発的な承諾がある場合。
　ｂ． 債務者等と連絡をとるための合理的方法が他にない場合。
　ｃ． 債務者等の連絡先が不明な場合に、債務者等の連絡先を確認することを目的と
して債務者等以外の者に電話連絡をする場合。なお、この場合においても、債務者等
以外の者から電話連絡をしないよう求められたにも関わらず、更に電話連絡をすること
は「人の私生活若しくは業務の平穏を害するような言動」に該当するおそれが大きい。

○ 自主規制基本規則第７２条
※特段の事情のない限り、「正当な理由」があると認められる可能性が高いもの

⑴ 債務者等から自発的な承諾がある場合
⑵ 債務者等が申告した住所その他の連絡先を事前連絡なく変更したおそれがある場
合
⑶ 2 日以上にわたり、かつ異なる時間帯に債務者等の居宅に複数回の架電等を行っ
たにもかかわらず、当該債務者等に連絡が取れないなどの状況にあり、居宅以外の場
所に架電等の措置をとる必要性が認められる場合
⑷ 債務者等から連絡を受ける時期の申出を受けたため、当該申出に従い連絡したに
もかかわらず、連絡を取れない状況が 3 回以上続いている場合

４号

（禁止：不退去）
債務者等の居宅又は勤務先その他の債務
者等を訪問した場所において、債務者等か
ら当該場所から退去すべき旨の意思を示さ
れたにもかかわらず、当該場所から退去しな
いこと。

５号

（禁止：借入情報等の不当開示）
はり紙、立看板その他何らの方法をもつてす
るを問わず、債務者の借入れに関する事実
その他債務者等の私生活に関する事実を債
務者等以外の者に明らかにすること。

○ 監督指針Ⅱ－２－１９ 取立行為規制　（２）留意事項
④法第21条第１項第５号は、債務者等に心理的圧迫を加えることにより弁済を強要す
ることを禁止する趣旨であり、債務者等から家族に知られないように要請を受けている
場合以外においては、債務者等の自宅に電話をかけ家族がこれを受けた場合に貸金
業者であることを名乗り、郵送物の送付に当たり差出人として貸金業者であることを示
したとしても、直ちに該当するものではないことに留意することとする。

６号

（禁止：金策方法等の示唆）
債務者等に対し、債務者等以外の者からの
金銭の借入れその他これに類する方法によ
り貸付けの契約に基づく債務の弁済資金を
調達することを要求すること。

○ 監督指針Ⅱ－２－１９ 取立行為規制　（２）留意事項
⑤法第21条第１項第６号に規定する「その他これに類する方法」とは、クレジットカード
の使用により弁済することを要求すること等が該当すると考えられる。

７号

（禁止：第三者への支払要請）
債務者等以外の者に対し、債務者等に代わ
つて債務を弁済することを要求すること。

○ 自主規制基本規則第６９条第１項《抄》
※法第21条第1項に定める「威迫」及び「その他の人の私生活若しくは業務の平穏を
害するような言動」に該当する恐れがある行為の例
（６）親族または第三者に対し、支払いの要求をすること。
　例示として、以下が挙げられる。
イ　各態様において、あたかも返済義務があるような旨を伝えること。
ロ　支払い申し出があった際、支払い義務が無い事を伝えないこと。

８号

（禁止：第三者への更なる協力要請）
債務者等以外の者が債務者等の居所又は
連絡先を知らせることその他の債権の取立て
に協力することを拒否している場合におい
て、更に債権の取立てに協力することを要求
すること。

○ 監督指針Ⅱ－２－１９ 取立行為規制　（２）留意事項
法第21条第１項第１号、第３号及び第９号に規定する「正当な理由」とは、個別の事実
関係に即して判断すべきものであるが、例えば、以下のようなものが該当する可能性が
高い。
ハ． 法第21条第１項第９号
　ａ． 弁護士若しくは弁護士法人又は司法書士若しくは司法書士法人（以下「弁護士
等」という。）からの承諾がある場合。
　ｂ． 弁護士等又は債務者等から弁護士等に対する委任が終了した旨の通知があっ
た場合。

１０号

（禁止：前各号の言動をすると告げる）
債務者等に対し、前各号（第六号を除く。）の
いずれかに掲げる言動をすることを告げるこ
と。

貸金業者向けの総合的な監督指針、自主規制基本規則

（禁止：弁護士等介入中の交渉）
債務者等が、貸付けの契約に基づく債権に
係る債務の処理を弁護士等に委託し、又は
その処理のため必要な裁判所における民事
事件に関する手続をとり、弁護士等又は裁判
所から書面によりその旨の通知があつた場
合において、正当な理由がないのに、債務
者等に対し、電話をかけ、電報を送達し、若
しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は
訪問する方法により、当該債務を弁済するこ
とを要求し、これに対し債務者等から直接要
求しないよう求められたにもかかわらず、更に
これらの方法で当該債務を弁済することを要
求すること。

９号

貸金業法第２１条第１項

３号
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【表１０】　貸金業法第１９条の帳簿　記載事項

（１）貸付けに係る契約を締結したとき（貸金業法第１９条、施行規則第１６条第１項第１号）

※

金銭の
貸付けに
係る契約

手形の割
引の契約

売渡担保
の契約

金銭の貸
借の媒介
の契約

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ― ○ ―

○ ○ ○ ―

○ ― ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ― ― ―

○ ― ― ―

― ○ ― ―

― ○ ― ―

― ― ○ ―

― ― ○ ―

― ― ― ○

1号　ニ

1号　ヘ

媒介手数料の計算方法及びその金額

前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項

当該契約に基づく債権につき物的担保を供させるときは、当該担
保の内容

当該契約について保証契約を締結するときは、保証人の商号、名
称又は氏名及び住所

当該契約が、電話担保金融に係る契約であるときは、その旨及び
当該電話担保金融に関し設定された質権の登録の受付番号

当該契約が、従前の貸付けの契約に基づく債務の残高を貸付金
額とする貸付けに係る契約であるときは、従前の貸付けの契約に
基づく債務の残高の内訳（元本、利息及び当該貸付けの契約に
基づく債務の不履行による賠償額の別をいう。）及び当該貸付け
の契約を特定し得る事項

割引いた手形の手形番号、手形金額及び満期

割引に関し貸金業者の受ける割引料その他の金銭に関する事項

買戻しに関する事項

売渡目的物の内容

1号　ワ

1号　カ

４号

2号　ロ

2号　ハ

3号　ロ

1号　チ

1号　リ

1号　ヌ

1号　ル

1号　ヲ

3号　ハ

貸金業法17条第1項の規定により交付した書面（以下「書面」）に施行規則第16条第1項第1号に掲げる事項が記載されている場合
は書面の写しを保存することをもって帳簿の記載に代えることができる。（施行規則第16条第3項第１号）

契約年月日

貸付けの金額

受領金額

記載事項法令

法第１９条本文

４号

５号

貸付けの利率

返済の方式

法
第
１
７
条
第
１
項

（施行規則第１３条第１項）

７号

８号

６号 返済期間及び返済回数

賠償額の予定の関する定めがあるときは、その内容

施
行
規
則
第
１
６
条
第
１
項
第
１
号

各回の返済期日及び返済金額

契約上、返済期日前の返済ができるか否か及び返済ができるとき
は、その内容

期限の利益の喪失の定めがあるときは、その旨及びその内容（旧
利息制限法第一条第一項に規定する利率を超えない範囲におい
てのみ効力を有する旨を含む。）

1号　ロ

1号　ハ

利息の計算の方法

施
行
規
則
第
１
３
条
第
１
項

契約の相手方の商号、名称又は氏名及び住所

貸付けに関し貸金業者が受け取る書面（極度方式貸付けに係る
契約にあつては、当該極度方式貸付けに関し貸金業者が受け取
る書面に限り、極度方式基本契約に関し貸金業者が受け取る書
面を除く。）の内容

債務者が負担するべき元本及び利息以外の金銭に関する事項
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【表１０】　貸金業法第１９条の帳簿　記載事項

（２）極度方式基本契約を締結したとき（貸金業法第１９条、施行規則第１６条第１項第２号）

※

金銭の
貸付けに
係る契約

手形の割
引の契約

売渡担保
の契約

金銭の貸
借の媒介
の契約

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ― ○ ―

○ ○ ○ ―

○ ― ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ― ― ―

― ○ ― ―

― ○ ― ―

― ― ○ ―

― ― ― ○

（施行規則第１３条第３項）

1号　ロ 契約の相手方の商号、名称又は氏名及び住所

1号　ハ 極度方式基本契約に関し貸金業者が受け取る書面の内容

1号　ニ 債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事項

法第１９条本文

契約年月日

貸付けの金額

受領金額

当該契約に基づく債権につき物的担保を供させるときは、当該担
保の内容

1号　ヲ
当該契約について保証契約を締結するときは、保証人の商号、名
称又は氏名及び住所

1号　ワ
当該契約が、電話担保金融に係る契約であるときは、その旨及び
当該電話担保金融に関し設定された質権の登録の受付番号

貸金業法17条第2項の規定により交付した書面（以下「書面」）に施行規則第16条第1項第2号に掲げる事項が記載されている場合
は書面の写しを保存することをもって帳簿の記載に代えることができる。（施行規則第16条第3項第2号）

法令 記載事項

２号 契約年月日

３号
極度額（貸金業者が極度方式基本契約の相手方に対し貸付けの
元本の残高の上限として極度額を下回る額を提示する場合にあっ
ては、当該下回る額及び極度額）

４号 貸付けの利率

施
行
規
則
第
１
６
条
第
１
項
第
２
号

法
第
１
７
条
第
２
項

施
行
規
則
第
１
３
条
第
３
項

５号 返済の方式

６号 賠償額の予定の関する定めがあるときは、その内容

７号 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項

1号　ル

1号　ヘ 利息の計算の方法

1号　チ 各回の返済期日及び返済金額の設定の方式

1号　リ
契約上、返済期日前の返済ができるか否か及び返済ができるとき
は、その内容

1号　ヌ
期限の利益の喪失の定めがあるときは、その旨及びその内容（旧
利息制限法第一条第一項に規定する利率を超えない範囲におい
てのみ効力を有する旨を含む。）

４号 媒介手数料の計算方法及びその金額

2号　ロ 割引に関し貸金業者の受ける割引料その他の金銭に関する事項

２号　ハ

法第17条第1項の規定により交付する書面（同条第5項の規定に
より保証人に交付する場合にあつては、同条第4項の規定により
交付する書面）又は同条第6項で規定する内閣府令で定める書面
に記載する返済期間又は返済回数が、当該書面に記載する貸付
けの後に行われる貸付けその他の事由により変動し得るときは、
その旨

3号　ロ 買戻しに関する事項
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【表１０】　貸金業法第１９条の帳簿　記載事項

（３）貸付けに係る契約について保証契約を締結したとき（貸金業法第１９条、施行規則第１６条第１項第３号）

※

金銭の
貸付けに
係る契約

手形の割
引の契約

売渡担保
の契約

金銭の貸
借の媒介
の契約

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

１号 ○ ○ ○ ○

２号 ○ ○ ○ ○

３号 ○ ○ ○ ○

４号

５号 ○ ○ ○ ○

６号

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ― ○ ―

○ ○ ○ ―

○ ― ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

― ○ ― ―

― ○ ― ―

― ― ○ ―

― ― ○ ―

― ― ― ○

法第１９条本文

契約年月日

貸付けの金額

受領金額

 
１
号

（
法
１
６
条
の
２
第
３
項

）

貸金業法17条第3項の規定により交付した書面（以下「書面」）に施行規則第16条第1項第3号に掲げる事項が記載されている場合
は書面の写しを保存することをもって帳簿の記載に代えることができる。（施行規則第16条第3項第3号））

法令 記載事項

（施行規則第１２条の２第４項）

保証人が主たる債務者と連帯して債務を負担するときは、民法第
４５４条の規定の趣旨
※施行規則第１２条の２第５項

前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 （施行規則第１２条の２第６項）

２号 保証契約の契約年月日

当該保証契約の内容を明らかにする事項で第十六条の二第三項
各号に掲げる事項（一定の範囲に属する不特定の貸付けに係る
債務を主たる債務とする保証契約にあつては、同項第三号に掲
げる事項を除く。）その他の内閣府令で定めるもの

貸金業者の商号、名称又は氏名及び住所

保証期間

保証金額

保証の範囲に関する事項で内閣府令で定めるもの

（施行規則第１３条第６項）法第１７条第３項

施
行
規
則
第
1
3
条
第
6
項

1号　ワ
契約上、貸付けに係る契約に基づく債務の返済期日前の返済が
できるか否か及び返済ができるときは、その内容

貸付けに係る契約に基づく債務の返済期間及び返済回数（極度
方式保証契約にあつては、記載することを要しない。）

1号　リ
貸付けに係る契約に賠償額の予定に関する定めがあるときは、そ
の内容

1号　ヌ
主たる債務者が負担すべき元本及び利息以外の金銭に関する事
項

1号　イ 保証契約の種類及び効力（極度額の説明を含む。）

1号　ロ 貸付けに係る契約に基づく債務の残高の総額

1号　ハ
保証債務の極度額（貸付けに係る契約の元本の極度額を定めて
貸付けに係る契約の保証契約を締結しようとするときは、その旨の
記載を含む。）その他の保証人が負担する債務の範囲

1号　ニ 貸付けに係る契約の契約年月日

1号　ホ 貸付けに係る契約の貸付けの金額

1号　ヘ 貸付けに係る契約の貸付けの利率

1号　ト 貸付けに係る契約に基づく債務の返済の方式

1号　チ

3号　ホ 売渡目的物の内容

4号　ニ 媒介手数料の計算の方法及びその金額

2号　ニ 割引いた手形の手形番号、手形金額及び満期

2号　ホ 割引に関し貸金業者の受ける割引料その他の金銭に関する事項

3号　ニ 買戻しに関する事項

施
行
規
則
第
１
６
条
第
１
項
第
３
号

施
行
規
則
第
１
２
条
の
２
第
４
項

1号　カ
貸付けに係る契約に期限の利益の喪失の定めがあるときは、その
旨及びその内容（旧利息制限法第1条第1項に規定する利率を超
えない範囲においてのみ効力を有する旨を含む。）

1号　ヨ
貸付けに係る契約に基づく債務の残高及びその内訳（元本、利息
及び当該貸付けに係る契約に基づく債務の不履行による賠償額
の別をいう。）

1号　タ
法第16条の2第3項第2号に掲げる保証期間の定めがないときは、
その旨

1号　ル 貸付けに係る契約の利息の計算の方法

1号　ヲ
貸付けに係る契約に基づく債務の各回の返済期日及び返済金額
（極度方式保証契約にあつては、貸付けに係る契約に基づく債務
の各回の返済期日及び返済金額の設定の方式）
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金銭の
貸付けに
係る契約

手形の割
引の契約

売渡担保
の契約

金銭の貸
借の媒介
の契約

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

 貸付けの契約に基づく債権に関する債務者等その他の者との交渉の経過の記録

法令 記載事項

施
行
規
則
第
１
６
条
第
１
項
第
３
号

１号 保証契約に基づく債務の弁済の方式

２号 保証契約に賠償額の予定に関する定めがあるときは、その内容

３号 貸金業者の登録番号

４号 主たる債務者及び保証人の商号、名称又は氏名及び住所

５号 貸付けの契約に関し貸金業者が受け取る書面の内容

６号 保証人が負担すべき保証債務以外の金銭に関する事項

８号
保証契約に期限の利益の喪失の定めがあるときは、その旨及び
その内容（旧利息制限法第1条第1項に規定する利率を超えない
範囲においてのみ効力を有する旨を含む。）

９号
貸付けの契約に基づく債権につき物的担保を供させるときは、当
該担保の内容

１０号
貸付けに係る契約に基づく債権の一部が弁済その他の事由によ
り消滅したときは、その事由、金額及び年月日

１１号
保証契約上、保証人が保証契約を解除できるときは解除事由、解
除できないときはその旨

施
行
規
則
１
２
条
の
２
第
６
項

（４） その他の必要記載事項（（１）～（３）共通）

各回の弁済に係る受領金額及びその利息、賠償額の予定に基づく賠
償金又は元本への充当額（貸金業法第18条第1項第4号）
※金銭の貸借の媒介にあっては不要

各回の弁済に係る受領年月日（貸金業法第18条第1項第5号）

各回の弁済に係る当該弁済後の残存債務の額（施行規則第15条第1項
第5号）　※金銭の貸借の媒介にあっては不要

その事由及び年月日

残存債権の額

その者の商号、名称又は氏名及び住所

譲渡年月日

当該債権の額

４号

５号

６号

貸付けの契約に基づく債権の全部又は一部につ
いて弁済を受けたとき

貸付けの契約に基づく債権の全部又は一部が弁
済以外の事由により消滅したとき

貸付けの契約に基づく債権を他人に譲渡したとき

法令 記載事項

　
　《監督指針　Ⅱ－2－17（１）③》
　　　交渉経過の記録等の確認や担当者からのヒアリングの実施等に加え、必要に応じ、例えば、録音テープの確認や
　　 資金需要者等と直接面談等を行うことにより、正確な帳簿の作成及び保存が履行されるための態勢が整備されて
　　 いるか。

　　　　（注）　施行規則第16 条第１項第７号に規定する「交渉の経過の記録」とは、債権の回収に関する記録、貸付けの
　　　　　　　 契約（保証契約を含む。）の条件の変更（当該条件の変更に至らなかったものを除く。）に関する記録等、
　　　　　　　 貸付けの契約の締結以降における貸付けの契約に基づく債権に関する交渉の経過の記録であり、当該記載
　　　　　　　 事項は以下の事項とする。

　　　イ．交渉の相手方（債務者、保証人等の別）。
　　　ロ．交渉日時、場所及び手法（電話、訪問、電子メール及び書面発送等の別）。
　　　ハ．交渉担当者（同席者等を含む）。
　　　ニ．交渉内容（催告書等の書面の内容を含む）。
　　　ホ．施行規則第10 条の25 第３項第３号に規定する極度方式基本契約に基づく新たな極度方式貸付けの停止に係る
　　　　　措置を講じている場合、当該措置を講じた旨、年月日及びその理由。

７号

施
行
規
則
第
１
６
条
第
１
項
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【参考】～監査結果を踏まえご留意いただきたい事項～ 

■ 貸金業法におけるみなし利息について 
貸金業法での利息にはみなし利息が含まれています。 
みなし利息とは、礼金、割引金、手数料、調査料その他いかなる名義をもってするかを問

わず、金銭の貸付けに関し債権者の受ける元本以外の金銭をいいます。 
 
 但し、出資法及び利息制限法並びに貸金業法において、契約の締結及び債務の弁済の費用
のうち、次に掲げるものはみなし利息から除かれ利息とみなされない費用となります。 
 
➀ 公租公課の支払いに充てられるべきもの 
② 強制執行の費用、担保権の実行としての競売の手続きの費用その他公の機関が行う手
続きに関してその機関に支払うべきもの 

③ 債務者が金銭の受領又は弁済のために利用する現金自動支払機その他の機械の利用
料(政令で定める額の範囲内のものに限る) 

 
また、債務者の要請より貸金業者が行う以下に掲げる事務の費用についても出資法施行

令及び利息制限法施行令並びに貸金業法施行令において利息とみなさない旨の規定があり
ます。 

 
➀ 金銭の貸付け及び弁済に用いるため債務者に交付されたカードの再発行の手数料 
② 法の規定により金銭の貸付けに関して債務者に交付された書面の再発行及び当該書
面の交付に代えて電磁的方法により債務者に提供された事項の再提供の手数料 

③ 口座振替の方法による弁済において、債務者が弁済期に弁済できなかった場合に行う
再度の口座振替手続きに要する費用 

 

■ 交付書面の記載事項について 
実地監査において、「契約締結前の書面（貸金業法第 16 条の 2）」及び「契約締結時書面

（貸金業法第 17 条）」の記載事項の不備が散見されますので、当書の「（2）検証基準」【表
5～7】を参考に、ご確認をお願いいたします。 
 

以上 
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お問合せは下記までお願いします。 

監査部 

03-5739-3015

kansabu@j-fsa.jp 
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